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札幌市議会第一部予算特別委員会記録（第６号） 

令和８年（2026年）３月12日（木曜日） 

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

●議題 付託案件の審査 

●出席委員 32名 

    委 員 長  かん の  太  一       副 委 員 長  わたなべ  泰  行   

    委   員  勝  木  勇  人       委   員  高  橋  克  朋   

    委   員  こんどう  和  雄       委   員  細  川  正  人   

    委   員  よこやま  峰  子       委   員  こじ ま  ゆ  み   

    委   員  伴     良  隆       委   員  山  田  洋  聡   

    委   員  村  松  叶  啓     欠 委   員  三  神  英  彦   

    委   員  藤  田  稔  人       委   員  山  田  一  郎   

    委   員  ふじわら  広  昭       委   員  村  上  ゆう こ   

    委   員  中  村  たけ し       委   員  松  原  淳  二   

    委   員  うるしはら  直  子       委   員  あお い  ひろ み   

    委   員  おんむら  健太 郎       委   員  森     基誉 則   

    委   員  福  田  浩太 郎       委   員  丸  山  秀  樹   

    委   員  前  川  隆  史       委   員  熊  谷  誠  一   

    委   員  池  田  由  美       委   員  太  田  秀  子   

    委   員  長  屋  いず み       委   員  荒  井  勇  雄   

    委   員  山  口  かず さ       委   員  成  田  祐  樹   

    委   員  丸  岡  守  幸 

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

開 議 午前10時 

―――――――――――――― 

●かんの太一委員長  ただいまから、第一部予

算特別委員会を開会いたします。 

 報告事項でありますが、三神英彦委員からは欠

席する旨、松井委員からは山田洋聡委員と、小形

委員からは池田委員と、坂元委員からは荒井委員

と交代する旨、それぞれ届出がございました。 

 それでは、議事に入ります。 

 最初に、第２款 総務費 第１項 総務管理費

中総務局関係分、第11款 職員費 第１項 職員

費中総務局関係分、議案第16号 札幌市職員定数

条例の一部を改正する条例案及び議案第25号 包

括外部監査契約締結の件について、一括して質疑

を行います。 

●長屋いずみ委員  私からは、マイクロフィル

ムのデータ化について、４点伺います。 

 本市は、1972年にマイクロ写真化対象文書基準

を設け、マイクロフィルム化できる文書を、マイ

クロフィルムの活用によって文書の合理的利用の

効果が相当期待でき、長期保存などの基準に合致

した文書と定め、市民の貴重な財産である公文書

を適正管理するため、長期保存が必要な公文書を

マイクロフィルムに撮影・保管してきたと承知し

ております。しかし、現在、マイクロフィルム文

書のデータ化作業を進めているとのことでした。 

 そこで、質問いたします。 

 今回、マイクロフィルム文書のデータ化へと方

針を転換するに至った背景と今後の方針について

伺います。また、データ化を進めるに当たり、ど
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のような優先順位で取り組むのか、併せて伺いま

す。 

●永澤行政部長  マイクロフィルムのデータ化

の現状、対応方針、優先順位などについて、ご質

問いただきました。 

 まず、現状認識ですけれども、マイクロフィル

ムについては、これまで温度や湿度が一定に保た

れた専用室で集中保管したり、劣化に伴う複製等

を行ってまいりましたが、令和７年度末で事業者

のマイクロフィルム供給が終了することに伴い、

現状の対応が困難な状況となっております。その

ため、市民の財産である公文書を将来にわたり確

実に残すため、引き続き、保存が必要なマイクロ

フィルム文書について電子データ化する方針を立

てたところです。 

 データ化の優先順位としては、劣化リスクを考

慮し、撮影年月日が古いものから順次進めていく

予定です。 

●長屋いずみ委員  国内唯一のマイクロフィル

ムの生産企業が生産を終了することに伴う新たな

対応とのご答弁でした。 

 マイクロフィルムの総数は、9,500本を超える

と伺っております。全てをデータ化するとなれば、

費用や労力の負担は非常に大きいものとなります。 

 報道もされておりましたけれども、このことは

本市に限ったことではなく、各自治体共通の課題

であり、国の財政措置等を求めてもよいのではな

いかと思うところです。本市は、データ移行を進

めておりますが、予算不足等により対応が難しい

としている自治体もあるようです。データ化が滞

った場合、結果として貴重な公文書が失われてし

まう懸念もあります。 

 そこで市として、確実かつ円滑にデータ化を進

めることができるよう国に対する財政措置を求め

るお考えはあるか、また、どのような全庁的な支

援体制を構築して、データ化に対応していくのか

伺います。 

●永澤行政部長  国へ財政措置を求めるのかと

いうことと、全庁的な支援体制についてのご質問

をいただきました。 

 公文書等の管理に関する法律では、地方公共団

体には文書の適正管理に係る施策の策定・実施が

努力義務とされておりますが、文書の適正管理に

係る運用は、各自治体でそれぞれ異なっており、

公文書のマイクロフィルム化を行っていない自治

体もあることから、国の財政措置は難しいものと

認識しております。札幌市の厳しい財政状況にお

いて、確実かつ円滑にデータ化を進めるため、業

務委託と職員によるスキャン作業を併用すること

で、各局の実情に応じ計画的に対応してまいりた

いと考えております。 

 あわせて、各局の費用負担の軽減や作業の効率

化のため、総務局において全庁共用スキャナーを

用意するなど、確実にデータ化を進められるよう

支援を行ってまいりたいと思っております。 

●長屋いずみ委員  国への財政措置は難しいと

いうことを確認いたしました。 

 国内唯一のマイクロフィルム生産企業が生産を

終了するという状況の中で、公文書の保存の在り

方にも影響が及ぶことになります。その結果、デ

ータ化に必要な財源確保は、各局の対応に委ねら

れることになります。そのため、各部局間での優

先順位の整理と予算が確保されなかった場合の対

応が重要だと思います。 

 そこで、各部局間での対応について２点伺いま

す。 

 第一に、保存年限が極めて長期に及ぶ歴史的価

値の高い文書や市民生活に直接影響する行政記録

など、文書の性質による優先度の考え方はあるの

か伺います。 

 第二に、内部の事務的経費の削減が言われてい

る中で、データ化が先送りされるということはな

いのか。計画的・継続的な予算確保と先送り防止

のための担保・支援体制について市のお考えを伺

いたいと思います。 

●永澤行政部長  部局間の優先順位などについ
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てご質問をいただきました。 

 まず、文書の性質による優先度の考え方の面で

は、公文書館への移管が見込まれるような重要な

文書をあらかじめ所管課へ提示することで、各局

が優先的にデータ化する文書を把握することがで

き、今後の作業や予算の計画を立てやすいように

しているところです。また、予算等の関係で計画

どおりにデータ化が進まない場合は、文書の保存

期間を延長して順次進めることとしており、必要

な文書のデータ化が漏れることのないよう、総務

局としても各局をしっかり支援してまいりたいと

考えております。 

●長屋いずみ委員  支援するということでした。 

 報道では、専門家が電子データは消去や改ざん

のリスクがあり、保存期間も技術進展により不確

実であると指摘しております。確かに、電子化は

利便性を高める一方、サイバー攻撃、誤操作によ

る削除、技術的陳腐化などの新たなリスクも生じ

ます。 

 そこで、質問ですが、データ消失や改ざんを防

ぐため、どのような技術的・制度的担保を講じる

のか、また、数十年後も確実に読み取れるよう、

フォーマットの標準化や定期的なデータ移行の計

画はお持ちなのか、併せて伺います。 

●永澤行政部長  電子データのリスクと長期保

存についてのご質問をいただきました。 

 データ化した後の公文書は、データの容量に応

じ文書管理システムに登録するケースとＤＶＤ等

の記録媒体に保存するケースが想定されます。改

ざん、消失リスクへの対応としては、システムに

おいては修正制限とバックアップを行うとともに、

記録媒体は施錠可能な書庫で厳重に管理すること

としています。 

 また、ＰＤＦ等の標準的フォーマットで保存す

ることで、長期的な判読性を確保するほか、シス

テム更新や記録媒体の寿命を見据えながら計画的

に維持管理してまいりたいと考えております。 

●長屋いずみ委員  計画的な維持管理をすると

いうことでした。 

 今回の対応は、単なる記録媒体の移行作業では

なく、市政の歴史を後世にどう引き継いでいくの

かという観点も重要です。市民の貴重な財産であ

るマイクロフィルム文書の確実なデータ化を進め

るに当たり、各局が主体となり進める体制である

ことから、取組状況を総務局が定期的に把握・確

認できる進捗管理の仕組みを設けることも着実に

進めるためには重要であると考えますので、要望

をさせていただきます。また、データ化された公

文書は、検索性などが高く利便性に優れる一方で、

改ざん・漏えい等のリスクも高まるおそれがあり

ますので、日々の適切なシステム運用や記録媒体

の管理が欠かせないと考えます。 

 データの格納・保存に当たっては、引き続き、

適切な管理運用を行っていただくよう併せて要望

し、質問を終わります。 

●山田洋聡委員  出資団体改革について伺いま

す。 

 これまでも出資団体につきましては、機会を捉

えて質疑をさせていただいております。 

 本日は、行政評価委員会につきまして、現在の

運営について、確認をさせていただきます。 

 昨年12月に、30団体及びその関係する所管部局

について、ヒアリングを終えて、その結果を踏ま

えまして、先月２月19日に検証１回目として、そ

の方向性について確認したと伺っております。検

証の視点といたしまして、事業の必要性、民間の

代替性、財政的関与、これについては出資と市の

支出というところ、人的関与については、現職と

市のＯＢの関わり、その他といたしまして、赤字、

黒字ですとか低稼働とか、あとは黒字だとしても

施設の老朽化ですとか、そういうようなことにつ

いて、大きく五つの視点で現状・論点、そして議

論の方向性と、それぞれがまとめられているとい

うことであります。 

 そこで、質問いたしますが、これまでの経過を

踏まえ、どのように検証が進められているのか、
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また、団体ごとの特性はあるものの、出資団体と

いう大きな枠組みにおいて行政評価委員会の議論

の大きな方向性について伺います。 

●手塚改革推進室長  札幌市行政評価委員会に

おける検証の進め方及び議論の方向性についてお

答えいたします。 

 ２月に開催した行政評価委員会では、これまで

のヒアリングの結果を踏まえ、五つの検証の視点

ごとに議論の方向性について整理し、今後の検証

を進めていくことを確認いたしました。 

 まず、事業の必要性におきましては、出資団体

として行う必要性が低い事業を主たる事業として

いる場合には、民営化も検討できるのではないか

ということ。 

 次に、事業の民間代替性においては、その判断

が所管部局で異なっていたことから、他自治体で

民間企業への委託事例があるものは民間代替性あ

りと統一した上で、事業の妥当性を整理すべきで

はないかということ。加えて、指定管理者の選定

に当たり、出資団体を非公募で指定している事例

や出資団体への業務委託を特定随意契約で行って

いる事例に対し、公募とすることや競争入札の導

入を検討すべきとのこと。 

 次に、財政的関与においては、何を目的として

出資しているのかを明確に整理すべきということ。 

 次に、人的関与においては、プロパー職員育成

等の観点から、市からの派遣職員や、いわゆる市

ＯＢ職員、市退職者の再就職者について、必要最

小限の人数となるよう、改めて検証すべきという

議論の方向性になっております。 

 また、団体が管理運営する市有施設について、

人口減少社会の中で、施設を将来にわたって市が

保有し続けていくことについても検証すべきとい

うご意見もいただいたところです。 

●山田洋聡委員  具体性がありまして、かつ改

革と言うにふさわしい委員会の方向性や指摘であ

ったと思います。 

 この内容をしっかりと基本方針のほうに取りま

とめていただきますとともに、それぞれの所管部

局への周知は今から徹底していただきたいと思い

ます。 

 加えて申し上げますと、札幌市の事業と関係性

が深いから民間への完全移行は無理と、ほかの質

疑でも言わせていただいているんですけども、決

めつけることなく、例えば、出資団体に発注して

いる事業について、一定の条件の下に民間委託を

進めて、そこで収益を札幌市に還元してもらうと

いうような枠組みが整理できると、これまで支出

だけで終わっていた状況から、収益を上げるとい

う構造に生まれ変わるだろうとも考えられます。

今後、10年間の財政推計ということで、財政局か

ら示されておりますが、このまま何も対策をしな

ければ、５年後には相当厳しいことが予想されて

いるということも踏まえますと、市役所の体質改

善というものは急務であると思いますし、出資団

体改革はそれに資する大きな取組であると思いま

す。 

 行政評価委員会の答申は夏頃の予定であると認

識しておりますが、各出資団体はもちろんのこと、

担当となる各事業部局も今後の方向性を深く認識

していただき、今この瞬間から周知をお願いした

いと先ほど申し上げましたが、意識を高めておく

ということをしなければ、せっかくのこの夏頃に

出る答申を踏まえたとしても、それが行動に移る

までに時間を要するという事態が想定されますの

で、しっかりと徹底していただきたいと思います。 

 そこで質問をさせていただきますが、今後どの

ようなスケジュールで、最終的に、誰が、いつ判

断を行うのが望ましいと、現状どのように考えて

いるのか伺います。 

●手塚改革推進室長  今後のスケジュールと、

誰が、いつ判断を行うのかについてお答えいたし

ます。 

 行政評価委員会における答申につきましては、

委員ご指摘のとおり夏頃を予定しており、その内

容を踏まえて、出資団体の在り方に関する基本方
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針案を札幌市出資団体改革推進本部で策定いたし

ます。その後、市議会でのご議論やパブリックコ

メントを経て、年内に基本方針を策定する予定で

す。策定後は、基本方針に沿った具体的な見直し

を着実に実行していくため、札幌市出資団体改革

推進本部長である山本副市長からの指示の下、各

所管局において、団体ごとの具体的な行動計画を

改定することを想定しております。 

●山田洋聡委員  山本副市長が先頭に立って、

具体的な行動計画に落とし込む、そういう想定で

あるということでありますので、今後の進展に大

いに期待したいと思います。よろしくお願いしま

す。 

 先の代表質問におきましても、改革推進室の権

限委譲を含めた大胆な改革について、質問させて

いただきまして、答弁の内容といたしましては、

評価を予算に反映させるという、これまでにない

覚悟は感じられました。 

 評価も変化が伴わなければ意味がないと申し上

げさせていただきましたが、変わるべきものは大

胆に変わって、札幌市の未来にまでつなげていけ

る、子どもたちに誇れるまちになるということを

期待申し上げて、私の質問を終わります。 

●おんむら健太郎委員  私からは、韓国・大田

広域市との姉妹都市交流についてと、指定管理施

設における賃金スライド制度についての２項目に

ついて伺います。 

 まず、韓国・大田広域市との姉妹都市交流につ

いてです。 

 札幌市における姉妹友好都市交流は、各都市が

有する知見をまちづくりに生かすほか、札幌市民

の国際理解を深める機会を確保し、多文化共生へ

の意識啓発につなげる目的で実施されているもの

と承知しております。 

 そのような中、札幌市に五つある姉妹都市の中

で最も新しい姉妹都市であります韓国・大田広域

市とは、2025年度の10月で姉妹都市提携15周年を

迎えたところでございます。大田広域市とは、都

市の規模や産業構造などの共通点を背景に、大田

広域市から提携の提案があったことをきっかけと

して交流の機運が盛り上がり、2010年に５番目の

姉妹都市として提携に至ったと承知しております。 

 私も昨年８月には大田広域市に記念訪問団の一

員として伺わせていただきましたが、現地では約

200万人が訪れる大田広域市の一大イベントであ

ります大田０時祭り、それからスポーツ施設を活

用したまちづくり、さらには大学と行政との連携

など、多くのことを学ばせていただきました。 

 私自身、市議会議員として海外視察に行かせて

いただくのは初めてのことでありまして、大田広

域市のまち並みや市民生活というのは、実際に行

かなければ感じ取れないことばかりでございまし

た。ネットやニュースでいろいろな情報を手にす

ることができる昨今ではありますが、実際に現地

を訪れ、足を運ぶということは、やはり圧倒的な

情報量の差を感じたところでございます。 

 やはり姉妹都市交流をきっかけにして、国境を

越えて直接顔を合わせること、これはお互いの取

組を学び合い、異文化を理解する上で非常に重要

だと感じております。そういった意味でも、今後

も本市と大田広域市との間の交流の継続を期待し

ているところです。 

 そこで、最初の質問です。 

 韓国・大田広域市との姉妹都市提携から昨年度

までの交流実績について伺います。 

●烝野国際部長  大田広域市との姉妹都市提携

後から昨年度までの交流実績についてお答えいた

します。 

 これまで、相互訪問による行政同士の学び合い

のほか、若い世代の交流やスポーツ交流を中心に、

幅広い分野で関係を深めてきたところであります。 

 具体的には、札幌の元気カフェを参考に、大田

広域市も庁舎内におきまして同様のカフェを設置

するなど、互いのまちづくりの知見や施策を学び

合ってまいりました。また、小中高生によるオン

ライン学校交流などの若い世代の交流のほか、そ
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れぞれの都市で開催されるマラソン大会への選手

の相互派遣といったスポーツ交流なども行ってき

たところでございます。 

●おんむら健太郎委員  姉妹都市提携後、行政

分野のほか、学生さんですとかスポーツなど、幅

広い分野で交流を進めて関係を深めてきたという

ことについて、理解をいたしました。 

 2025年度は、姉妹都市提携15周年の大きな節目

でございました。これを記念して、昨年８月には

秋元市長をはじめとする訪問団が大田広域市を訪

問し、先月には大田広域市のイ・ジャンウ市長を

はじめとする大規模な訪問団が札幌を訪れてくだ

さいました。このような相互訪問に加え、大学間

連携などの関連事業も行われたと伺っております。 

 そこで、次の質問です。 

 今年度実施した大田広域市との姉妹都市提携15

周年記念事業の概要とその成果について伺います。 

●烝野国際部長  大田広域市との姉妹都市提携

15周年記念事業の概要と成果についてお答えいた

します。 

 昨年８月には、秋元市長のほか議会訪問団やＩ

Ｔ企業を中心とした経済訪問団などが現地を訪問

いたしました。この際、札幌市・大田広域市の共

催により経済セミナーを開催し、市長から札幌の

ビジネス環境について紹介するとともに、両市の

ＩＴ企業などが参加した交流会を通じて、新たな

ビジネス機会の創出を図りました。 

 また、先月には、大田広域市のイ・ジャンウ市

長をはじめとする訪問団が来札し、両市の友好交

流の一層の発展を図るとともに、経済交流会を実

施して、さらなる企業間交流の促進を図ったとこ

ろでございます。 

 このほか、現地の韓南大学校と北星学園大学が

学生・教員相互の交流促進などを目的とした連携

協定を締結しましたほか、大田広域市の子どもた

ちが札幌市でホームステイを経験するなど、様々

な事業を展開したところでございます。 

●おんむら健太郎委員  今回の周年事業におい

ては、若い世代の交流ですとか、その両市の企業

等による経済交流など様々な分野に着目した交流

に取り組まれたということでございました。私の

出身母校であります北星学園大学も韓南大学校と

の提携になりましたりとか、あと昨日ちょっとお

会いした企業の社長さんも、この姉妹都市提携が

きっかけで今、韓国の大田広域市の事業者さんと

いろいろと交流をされていらっしゃるというお話

も直接聞いたばかりでございましたので、非常に

いい取組だなと感じたところでございます。 

 繰り返しになりますが、姉妹友好都市交流の目

的というのは、各都市の有する知見をまちづくり

に生かすほか、札幌市民の国際理解を深める機会

を確保し、多文化共生への意識啓発につなげてい

くことでございます。したがって、これまで積み

重ねてきた交流の成果や今回の周年事業の成果に

ついては、将来の札幌のまちづくりや市民の国際

理解の促進にしっかりと生かしていくことが重要

だと考えるところです。 

 そこで、この姉妹都市交流の質問の最後になり

ますが、今回の周年事業を含めた姉妹都市提携以

降の交流の成果を踏まえて、今後、韓国・大田広

域市との姉妹都市交流をどのような考え方で進め

ていかれるのか伺います。 

●烝野国際部長  今後の大田広域市との交流を

どのような考え方で進めていくのかについてお答

えいたします。 

 今回の15周年記念事業を通じまして、両市の将

来を担う若い世代が相互理解を深める貴重な機会

を提供できたことに加え、ビジネス面でも新たな

きっかけが得られたものと認識しております。 

 具体的な事例の一つといたしまして、北星学園

大学において、連携協定を締結した韓南大学校へ

の留学生派遣が昨年の夏に始まるなど、新たな交

流の広がりも生まれているところです。 

 このように、これまでの交流や今回の姉妹都市

提携15周年事業の成果を生かしながら、互いの施

策を学び合うとともに、両市の将来を担う若い世
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代の交流に加え、経済面での交流など、本市のま

ちづくりに資するような取組を引き続き推進して

まいりたいと考えております。 

●おんむら健太郎委員  大田広域市は札幌にと

って最も近くて新しい姉妹都市でございます。 

 これまでの15年間で築き上げた信頼関係は、両

市にとって大きな財産ですし、今後、行政はもと

より、経済、スポーツ、そして次世代を担う若者

たちの交流など、多岐にわたる分野で市民を巻き

込んだ息の長い交流事業を推進していただき、そ

して両市のさらなる発展につなげていただくこと

を強く要望しまして、次の質問に移らせていただ

きます。 

 続きまして、指定管理者制度で運営する施設に

おける労働者の賃金上昇を後押しする仕組みであ

ります賃金スライド制度について伺います。 

 この制度については、2024年度にスライド額の

支給が始まり、運用がスタートいたしました。昨

年度の予算特別委員会において、私たちの会派か

ら制度の運用状況を確認し、非正規職員分の予算

執行率が６割程度にとどまっていたとのことで、

適正な運用に向けた取組をさらに進めていくこと

を求めたところでおります。 

 本制度が十分に活用され賃上げが進むことは、

これから生産年齢人口が減少する中においても、

各指定管理者における人材確保、そしてサービス

水準を維持するために大事な要素になるとの認識

の下、指摘をさせていただいております。昨年の

支給実績における予算額と支給額の乖離について、

その後の運用がどうだったのか、予算の執行状況

がどうであったのか、実績について確認したいと

思います。 

 そこで、一つ目の質問です。 

 2025年度の賃金スライド制度を導入した施設数

や対象職員数、予算の執行状況等について、2024

年度と比べてどのような変化があったのか伺いま

す。 

●手塚改革推進室長  施設数、職員数、予算執

行率等、令和７年度の実績についてお答えいたし

ます。 

 施設数につきましては、賃金スライド制度の対

象となる409施設のうち、382施設が制度を導入し

ており、昨年度と比べ、新たに４施設が加わりま

した。また、実際に賃金が上昇した職員数は昨年

度と比べ900人増加し、約3,500人となりました。

また、令和７年度予算は約４億円を計上し、現時

点の決算見込額は約３億4,000万円です。この決

算見込額には、昨年度の賃金スライド相当額で、

今年度も引き続き支給する約7,000万円が含まれ

ております。 

 予算執行率につきましては、正規職員分は昨年

度と同様に90％台を維持しており、非正規職員分

は昨年度55％であったのに対し80％まで上昇し、

全体としては、昨年度58％だったものが85％に上

昇いたしました。 

●おんむら健太郎委員  制度導入初年度に比べ

て新たに導入した施設が４施設、賃金上昇があっ

た職員数も増えていることは、指定管理施設で働

く従業員の労働環境改善に寄与したものであると

評価します。予算執行率も正規職員は 90％台を

維持するとともに、非正規職員も 55％から 85％

まで上昇したとのことでございました。 

 一定の評価をする一方で、指定管理者への支給

額には前年度の賃金スライド相当額で今年度も支

給する部分が含まれているとのことでございまし

た。このため、単純に予算の執行率だけを見ても

評価することはできず、実際にどの程度賃上げが

あったのかを分析しなければ、この制度が生かさ

れたかどうかは図れないということだと思います。 

 そこで、次の質問ですが、実際にどの程度の賃

上げにつながったと分析しているのか伺います。 

●手塚改革推進室長  実際に、どの程度の賃上

げにつながったと分析しているかについてお答え

いたします。 

 賃金スライド制度では、前年度までに支給した

額を当年度の支給額と合わせて支払うため、年度
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を重ねるごとに支給額が積み重なり、予算の執行

率は上昇していく構造となっております。加えて、

賃上げの際に、人件費の１％分を指定管理者が負

担する仕組みとなっております。 

 そこで、これらの影響を受けず、実際にどの程

度の賃上げがあったのかの分析を行いました。具

体的には、民間給与実態調査等の賃金上昇率を基

に、指定管理者制度上の上限となる賃金上昇額を

想定し、これに対する実際の賃金上昇額の割合を

算出いたしました。 

 この結果、正規職員は想定額の92％、非正規職

員は想定額の74％、全体で83％の賃上げとなり、

昨年度と比べますと11ポイント上がったところで

す。 

●おんむら健太郎委員  賃上げ率を用いて分析

して、その結果、昨年度に比べて約11ポイント上

がっているという点については一定の評価をした

いと思っております。 

 今までの質疑の中でも分かりますように、少し

複雑で分かりづらい構造になっているなと感じる

ところです。こういった制度を丁寧に説明してき

たということで、当初よりは徐々に理解が広がっ

てきたものだと考えております。また、賃上げ率

といった実際にどの程度の賃上げがあったのかを

適切に図る指標を用いたことで、本市が想定した

賃金上昇額とどれくらい乖離があるのかが分かる

ようになったのだなと感じました。 

 この制度は、本市が賃上げできる環境を用意し

た上で、指定管理者が実際にその制度を活用し、

適切な賃金水準が確保されるためのものでありま

して、より多くの労働者が制度の対象となり、賃

上げ率も上昇することが望ましいと考えます。し

かしながら、制度の導入に至っていない施設があ

ることや、市の想定した賃金上昇額と大きな開き

のある施設もあるものと認識しております。制度

が十分に浸透していないのではないかと懸念する

ところでもあります。 

 そこで次の質問ですが、現状を踏まえて、本市

が今後取り組むべき課題についてどのように捉え

ているのか伺います。 

●手塚改革推進室長  今後取り組むべき課題に

ついてお答えいたします。 

 賃金スライド制度を開始した際、各指定管理者

に制度の導入についての意向を確認し、当時、導

入を希望しなかった一部の施設は、現在は対象外

となっているところです。それらの施設は現時点

で27施設ありますが、指定管理者の更新に当たり

ましては、制度の導入が要件となっており、令和

10年度には全ての対象施設に導入される見込みで

す。 

 また、制度がより一層活用されるよう、改善に

向けた取組として、予算規模が大きい指定管理者

に対して聞き取りを行いました。その中で、予算

上限までの賃上げに至らなかった要因として、財

務負担を考慮したとの声や各労働者間の賃金バラ

ンスを考慮したという声が聞かれました。賃金を

どのように改定するかといったことは、指定管理

者がその財務状況などを踏まえて判断するもので

あります。 

 一方で、制度が複雑で理解が難しいという声も

聞かれ、そういった声を上げた指定管理者の賃上

げ率は実際に低い傾向が見られたことから、札幌

市として、制度の周知という点に課題があると認

識しております。 

 そこで、制度の内容や支給額の計算方法などの

詳細を分かりやすく解説する資料を昨年 12 月に

各指定管理者に提供したところです。 

 今後も指定管理施設で働く労働者の適正な賃金

水準確保のため、賃金スライド制度の一層の周知

に努めてまいりたいと考えております。 

●おんむら健太郎委員  制度が複雑で理解が難

しいという声があったということでございまして、

賃上げを後押しする制度があるのに、理解が不十

分であるために活用されないということは、労働

者にとっては非常に歯がゆいものかと思われます。 

 また、財務負担を考慮されたとか、労働者間の
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賃金バランスを考慮したといった声もあったとい

うことでございます。多くの指定管理施設では、

最低賃金を上回る賃金水準を導入していることで、

最低賃金の上昇率と同程度の上昇率にすることへ

の財政的な負担への懸念を示していることと推察

いたします。有為な人材を確保するために、最低

賃金を上回る賃金水準を導入しているにもかかわ

らず、その差が小さくなっていくことは人材確保

にも影響するものと考えます。有為な人材を引き

続き雇用することは、スキル、ノウハウを十分に

活用し、生産性を高め、新たな事業展開や市民サ

ービスの向上に大きく寄与するものと考えます。 

 指定管理施設の労働者の賃金を適切な水準に保

っていくことは、これから人口や生産年齢人口が

減少する中でも人材を確保し、安定したサービス

提供を担保していくためにも重要な要素でありま

して、賃金スライド制度はそれらを下支えする仕

組みであると認識しています。そういった指定管

理者の懸念を下支えする仕組みである本制度を、

引き続き、丁寧に説明していっていただきたいと

思います。また、指定管理者選定に当たっても、

将来展望が描ける契約期間の設定や継続的な人材

確保が評価される仕組みについても検討を求めて

おきたいと思います。 

 引き続き、賃金スライド制度の適正な運用に向

けた取組を進めていただくことを要望させていた

だきまして、私からは全ての質問を終わらせてい

ただきます。 

●熊谷誠一委員  私からは、首都圏におけるＵ

ＩＪターン施策についてお伺いいたします。 

 現在、本市及び北海道においては、次世代半導

体やＡＩスタートアップ、ＧＸの推進といった新

たな産業の芽吹きに加え、都心部においても大札

新の名の下、大規模な再開発が着実に進んでおり、

我がまち札幌が今、次なるステージへと向かう重

要な局面にあると考えます。 

 こうしたまちのハード・ソフト両面の進化を確

かな経済成長へとつなげていくためには、それら

を動かす人材の確保が何よりも重要であり、とり

わけ札幌に深い愛着を持つＵＩＪターン人材の存

在に大きな期待を寄せております。 

 進学や就職により札幌から首都圏へと渡り、厳

しいビジネスの第一線で多様な経験や高度なスキ

ルを培ったＵターン人材の若者や中堅層の方々は

本市にとっての即戦力たる宝でございます。また、

札幌の可能性にひかれ、移住先に選んでくれるＩ

ターン、J ターン人材の方々も同様でございます。

他都市で培った客観的な視点や異なるキャリアを

持つ彼らは、札幌に新しい風を吹き込み、地域を

元気にする貴重な原動力となります。彼らが持ち

合わせるふるさとへの愛着や外からの視点とが混

ざり合うことで、新しいビジネスモデルや組織文

化が生まれるものと思います。ＵＩＪターンの促

進は、単なる人口減少対策の枠を超え、本市の持

続可能性を高めるための極めて重要な人材戦略で

あると確信するところでございます。 

 これまで東京事務所では、首都圏に住む札幌フ

ァンを対象としたイベントの開催やＳＮＳ等を活

用したタイムリーな情報発信など、札幌との接点

を絶やさない関係人口の創出に注力してきたもの

と認識しております。このような地道なネットワ

ーク構築が札幌への移住・定住という大きな決断

を支える土台になるものと評価しております。 

 その上で、この大切に育んできた札幌とのつな

がりを生かし、首都圏で活躍する多くの方々が札

幌への愛着や関心を再認識し、札幌のＵＩＪター

ンを自分事としてイメージできるよう促していく

ことが、東京事務所の重要な役割であると考えま

す。 

 そこで、質問ですけども、今年度、東京事務所

においては、これまでに構築してきたネットワー

クも生かしながら、具体的にどのようなＵＩＪタ

ーン施策を展開されたのかお伺いいたします。 

●佐藤調整担当局長  東京事務所における今年

度のＵＩＪターン施策についてお答えいたします。 

 首都圏におきましては、経済観光局が運営する
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札幌ＵＩターン就職センターが相談対応や企業説

明会などを行っていますが、東京事務所ではユニ

ークな企画や対象を絞った取組により、ＵＩＪタ

ーンを促す施策を多角的に進めております。 

 今年度は、コンサドーレのパートナー企業と首

都圏在住のサポーターをマッチングさせる交流会

を実施いたしました。立場は違えど、同じチーム

を応援する仲間という共通認識の下、初対面とは

思えない親近感や一体感の中で質の高い交流が生

まれ、採用面接にもつながるなど、独自性のある

有意義な機会となったと考えております。また、

20代、30代向けには、軽やかに人と関わることが

できる札幌の居心地のよい場所を紹介するイベン

トを開催いたしました。家庭、職場に次ぐ第三の

場所、サードプレイスとなるコミュニティーやキ

ーパーソンとの交流を通じて、参加者にとって心

地よい生活をリアルに描くきっかけをつくること

で、札幌への移住を後押しすることができたと思

っております。 

 さらに、「好きな街と、生きていく。」というキ

ャッチコピーの下、札幌への移住に関心を持つ

方々に、札幌で暮らす、働くといった具体的な行

動がイメージしやすい動画を新たに制作し、ＳＮ

Ｓを中心に広く発信しているところでございます。 

●熊谷誠一委員  ありがとうございます。 

 これまで東京事務所では、首都圏に住む札幌フ

ァンを対象にしたイベントの開催やＳＮＳ等を活

用したタイムリーな情報発信など、札幌との接点

を絶やさない関係人口の創出に注力してきたもの

と認識しております。 

 このような地道なネットワーク構築が札幌への

移住・定住という大きな決断を支える土台になる

ものと評価しているところでおります。 

 その上で、この大切に育んできた札幌とのつな

がりを生かし、首都圏で活躍する多くの方々が札

幌への愛着や関心を再認識し、札幌へのＵＩＪタ

ーンを自分事としてイメージできるよう促してい

くことが東京事務所の重要な役割であると思いま

す。 

 今年度の取組を伺い、移住を「点」のイベント

として捉えているのではなく、札幌でのキャリア

の熱量を維持できるか。あるいは、移住後に新し

いコミュニティーになじめるかといった、移住後

の日常までを視野に入れた働きかけは、本市への

確かな定着を促す上で意義ある視点であると考え

ます。特に、対象となる方々の価値観やバックグ

ラウンドに着目し、本市ならではのライフスタイ

ルと結びつけたアプローチは、札幌に移住すると

いう選択肢を具体的にイメージさせるための有効

な手法となります。これまでに培ってきた関係人

口という土台を一過性の交流で終わらせることな

く、いかにして具体的な行動へのきっかけにつな

げていくか、東京事務所がその役割の一端を担っ

ていることは理解いたしましたけども、都市間の

競争も激しい中、さらに進展させていくことが求

められております。 

 そこで、二つ目の質問ですけども、ここ数年の

ＵＩＪターンを促す取組の中で、どのような課題

を感じているのか、そして課題の解決に向けて今

後どのように対処していくおつもりかお伺いいた

します。 

●佐藤調整担当局長  ＵＩＪターンの取組の中

での課題とその対処につきましてお答えいたしま

す。 

 一つ目の課題としましては、現状、本市や近隣

自治体、民間事業者が個別に取組を実施している

ため、移住を検討している方が一つの運営組織の

みとのつながりにとどまり、他の組織が発信する

有益な情報に触れる機会を逃してしまう傾向があ

ると考えています。 

 もう一つの課題は、移住検討者のニーズやタイ

ミングは極めて多様であり、関心が高まった瞬間

に迷わず次の一歩を踏み出せる情報が得られる接

点を確保していく必要があると認識しております。

それらの課題を踏まえた上での今後の方向性とし

ましては、東京事務所のインスタグラムや既存メ
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ディアを効果的に連動させ、必要な情報にいつで

もつながることができる環境を整え、移住検討者

のよりどころとして、機能を強化させていきたい

と考えています。そして、首都圏で開催されるＵ

ＩＪターンイベントの参加者をこのよりどころに

確実に誘導し、個々のニーズやタイミングに寄り

添いながら札幌への移住を促してまいります。 

●熊谷誠一委員  ありがとうございます。 

 最後になりますけども、佐藤局長は今年度をも

って役職定年を迎えられると伺っております。３

年半にわたり、首都圏におけるシティセールスの

最前線で陣頭指揮を執ってこられたその豊富な経

験から見て、今、質問させていただいたＵＩＪタ

ーン施策を含む、首都圏におけるシティセールス

について、東京事務所が今後どのような姿を目指

していくべきか、局長の思いの丈をぜひお伺いい

たしまして、私からの質問を終わります。 

●佐藤調整担当局長  首都圏におけるシティセ

ールスに関し、東京事務所はどうあるべきか、私

の思いをお話しする機会をつくっていただき、あ

りがとうございます。少しだけお時間を頂戴した

いと思います。 

 札幌市東京事務所が今の有楽町駅前の東京交通

会館に引っ越ししたのは2003年、今から23年前の

ことでございます。それまで、東京事務所は霞が

関や永田町に程近い麹町にございました。当時、

外務省に出向中で東京にいた私は、東京事務所が

政治の中心地から経済の中心地に移ったと感じた

ものです。それはつまり、札幌市はこれからシテ

ィセールスに力を入れていくということを確信し

た瞬間でもありました。ご案内のとおり、シティ

セールスとは、自治体がまちの魅力を発信し、知

名度やブランド力を高める都市の営業活動と定義

されています。具体の事業としましては、企業誘

致や移住、観光・ＭＩＣＥ、あるいは、ふるさと

納税などがあり、今やそれらのシティセールス系

の事業は、どの自治体もこぞって取り組む花形事

業の一つとなっております。 

 しかしながら、私はそれらの事業だけがシティ

セールスだとは思っていません。シティセールス

が都市の営業活動であるならば、札幌を相手に印

象づけることができれば、中央省庁の役人と雑談

するのも、政令指定都市の会議に出るのも、立派

なシティセールスだと考えています。 

 結局のところ、社会を動かすのは人ですから、

働きかける相手は人です。遠回りに見えても人に

会い、話し、札幌を心に留めてもらう。前のめり

なセールストークをしなくても、やんわり札幌を

感じてもらう機会を増やし、それを地道に続けて

いけば、どこかで企業誘致や移住にもつながると

思っています。 

 つまり、東京事務所の役割は、先ほどの答弁で

もお答えしたように、札幌とつながる場をつくる

ことだと考えています。もちろん、企業誘致の最

前線での営業活動も行いますが、それと同じぐら

い大事なのが場づくりだと思っています。人が集

まるイベントも場ですし、人と情報がつながるＳ

ＮＳも場です。会議や打合せも場ですし、何なら

飲み会も場だと思っています。そこには人が集ま

り、人が集まるところには必ず何かが生まれます。 

 そして、場は外だけではありません。東京事務

所が有楽町に引っ越ししたのは、有楽町は人が集

まりやすい場所だからです。事務所が人の往来の

拠点となることで、そこに出会いがあり、情報が

集まって、札幌につながる何かが生まれる。東京

事務所という存在そのものも、シティセールスで

あるからこそ、当時の先輩たちが有楽町に移転し

たのだと思っています。 

 なので、東京事務所はいつでも誰にでもオープ

ンであるべきです。上京する札幌市職員はもちろ

んのこと、民間企業の方も、他の都市の職員も、

国の役人も、そして市議会議員の皆様も、いつで

もウェルカムです。あそこに行くと、いつも誰か

がいて、わいわいしているよねと言われるような

事務所になったら、有楽町にあることが真に生き

てくるものと思っています。 
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 今、お顔が見える皆様の中にも、事務所にお立

ち寄りいただいてくださっている方が何人もいら

っしゃいます。用事がなくてもいいんです。ちょ

っと休憩でいいんです。ぜひ、お立ち寄りいただ

き、一緒に札幌の話ができたらうれしく思います。 

 私たちは、人と出会う場をたくさんつくります。

東京事務所も場の一つです。また、私たちは人と

出会える場に積極的に参加します。そして、東京

中に札幌の種をまきたいと思います。いつか、花

が咲くことを楽しみに、市議会の皆様には、引き

続き、ご指導とご支援をお願いいたします。 

 ご清聴いただきありがとうございました。（拍

手） 

●池田由美委員  私からは、会計年度任用職員

の働き方に関して、質問をいたします。 

 2020年、国はそれまでの臨時職員、非常勤職員

の任用の適正化を掲げて、会計年度任用職員制度

という新たな非正規公務員制度を導入いたしまし

た。任用の適正化とは、１年間ごとの任用という

解釈が厳格化され、自治体ごとに任用限度が設定

をされております。自治体ごとに任用限度が設定

されていることから、一定期間ごとに会計年度任

用職員の公募を行うことから、職員全員がその時

期が来る度に雇い止めをされ、公募・選考という

手続を踏まなくてはならず、正規職員が多忙の中、

公募・選考業務に従事することも含めて、正規職

員にも非正規職員のどちらにも理不尽であり、民

間ではあり得ないことが起こってきております。 

 本市の会計年度任用職員は4,167人と、職員の

２割を占めており、札幌の市政運営になくてはな

らない存在となっています。2024年６月に総務省

マニュアルの変更があり、３年公募に関する助言

規定が撤廃され、全国の自治体で会計年度任用職

員においても、任用期間の延長、また任用期間を

なくすなどの見直しが行われております。札幌市

の場合の見直しは、再度の任用では認めてこなか

った同部署での継続雇用を認めることとなり、

2026年４月から導入される見直しとなっておりま

す。再度の任用の場合、職の内容に応じて任用限

度３年に達した後に、公募実施の結果に応じて、

引き続き同一部署での任用を可能とするものと、

昨年の決算特別委員会で答弁をされております。 

 ここで質問をいたしますけれども、職の内容に

応じてとはどういうような考えなのか、公募の結

果に応じてとはどういうことなのか、公募試験の

実施について従来と同じなのか、見直しの内容に

ついて伺いたいと思います。 

●保木職員部長  任用限度の見直し内容につい

てお答えをいたします。 

 まず、内容に応じてとはどのような考え方かと

いうことですけれども、今回の見直しにつきまし

ては、任用限度３年を原則としつつも、職務に応

じた知識及び経験の必要性ですとか、資格要件等

による人材確保の困難性を考慮しまして、任用限

度到達後も公募実施の結果に応じて、引き続き同

一部署での任用を可能とするものでございます。

その判断に当たりましては、各任用部署とのヒア

リング等を通じまして、それぞれの職の実態を確

認し、決定しております。 

 次に、公募試験の考え方、従来と同じなのかに

ついてでございますけれども、地方公務員法第15

条の成績主義の原則を踏まえた書類選考、面接及

び試験を通じた客観的な能力実証の結果に基づく

ものでありまして、公募試験の考え方を改めたも

のではないということになっております。 

 最後になりますが、具体的な手続の内容につい

ても触れさせていただきたいと思いますけれども、

会計年度任用職員の各職につきましては、職務内

容、資格要件及び勤務条件等を定めた設置要綱と

いうものを設けまして、これに基づきまして運用

しているところでございます。令和８年度からの

見直し後の運用開始に向けて、現在、各任用部局

と各職の設置要綱の改定に関する調整を進めてい

るところでございます。 

●池田由美委員  各部局とのヒアリングをこれ

からされていくということなども含めてお話があ
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りました。そして、専門職の採用困難とか、そう

いった状況なども含めて、検討されているという

ことであります。 

 私もお聞きしましたけれども、同一部署で継続

雇用に変わるということですけれども、資格を要

する職種のうち、応募がやはり少ない採用困難職

として、任用限度をこれまで例外とされてきたス

クールカウンセラー、学校司書、児童生徒指導員、

児童虐待対応支援員、スクールソーシャルワーカ

ーなど24の職種がございます。この困難職の方た

ちが公募なしで、同部署で働き続けることができ

るということをお聞きしていたところです。また、

困難職ではないですけれども、専門職として資格

を持って働かれている皆さんには、公募試験を経

て同部署で働けると、そういった中身があるとい

うことであります。 

 しかし、事務補助職、標準職、現業職では、こ

れまでと同様、公募を経て違う部署で雇用されて

いくと、こういう中身だということをお聞きして

いたところです。 

 専門職のところで見直しをされてきたというこ

とで、やはり本当に持続して働く、経験が必要と

なっていくところでの働き方から見直されてきて

いるのだなということを今、答弁を聞きながら感

じているところです。しかし、見直したとはいえ、

ほとんどがやはり３年公募となるわけです。引き

続き雇用されるのかどうか、そうした不安は残っ

ているということであります。また、忙しい中で、

部局ごとに書類選考、そして面接などに関わる正

規職員の大変さも負担が大きいのではないかと感

じるところであります。 

 市民サービスにとって、また働く人にとって、

本当に改善されたと言えるのか。なぜ、非正規と

いうだけで、経験やスキルの向上が評価されない

のか、そういうことを考えてしまう職員も多いの

ではないのかと感じているところです。 

 昨年、第３回定例会で各部局のヒアリングを通

じてという話もされておりました。そして、実態

を確認する、会計年度任用職員の職務に応じた知

識及び経験の必要性や資格要件などによる人材確

保の困難性といった社会情勢の変化、先ほど、こ

うしたことを踏まえて見直しを行うのだと答弁を

されていました。どの仕事であっても経験の蓄積

は重要であり、その経験が仕事のやりがい、意欲

にもつながるものであります。やりがいを感じて

仕事をしたいと願うのは、どの職種でも同じでは

ないかと考えるところです。 

 そこで質問をいたしますが、積み重ねてきた知

識や経験が生かされる雇用環境となっているのか。

こうした視点で、全ての部局での見直し検討が重

要と考えますが、各部局とのヒアリングや検討の

中身について伺いたいと思います。 

●保木職員部長  知識や経験が生かされる雇用

環境ということで、お答えをいたしたいと思いま

す。 

 今回の見直しにつきましては、職ごとに職務の

実態を確認いたしまして、知識及び経験の必要性

などを考慮した上で見直しについての判断してお

ります。 

 職務の実態の確認によりまして、例えば、知識

や経験が必要であると、このように認められる場

合には、任用限度到達後も公募実施の結果に応じ

て、引き続き、同一部での任用が可能となる見込

みとなっております。また、この判断に当たって

は、全ての部局、会計年度任用制度というのは、

基本的には任命権者ごとの判断にはなるんですけ

れども、市長部局をはじめ、他の任命権者におい

ても、こういったヒアリングを行うことによって、

同様の見直しが図られる見込みとなっております。 

●池田由美委員  先ほども申し上げましたけれ

ども、そういった視点で困難職であるとか、そう

いう専門職のところでの見直しがされたのだとい

うことでありますけれども、公募実施の計画ごと

にということで、知識、経験というところもお話

されておりましたけれども、知識と経験というそ

の蓄積というのは、どの部署でも同じことが必要
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ではないのかなと思っているところです。 

 そういったことが本当に生かされていく、そう

いう環境があるべきだということで、引き続いて、

その立場で検討されていってほしいなと思います。 

 続いて質問をいたしますけれども、賃金制度に

ついて、2025年６月に総務省マニュアルの改訂通

知が出ております。新規で会計年度任用職員の給

料等の水準に必ずしも上限を設ける必要はないと

書かれております。 

 そこでお聞きしますが、事務補助職、標準職、

専門職、現業職の会計年度任用職員の賃金につい

て、給料表はございますけれども、この給料表の

見直しはされるのかどうか伺います。 

●保木職員部長  会計年度任用職員の給料表の

改善についてお答えをいたします。 

 会計年度任用職員の給与につきましては、常勤

職員の給与を基礎といたしまして、その水準を定

めております。人事委員会勧告に基づき、常勤職

員の給与が改定された際には、これに準じた改定

を実施しています。令和７年度におきましても常

勤職員に準じて、給料表や期末・勤勉手当の引上

げを行っておりまして、週30時間勤務の事務補助

職の場合で申し上げますと月額で約１万円の増額、

年収では約21万円の増額となっております。 

 今後も、常勤職員に準じた給与改定を通じまし

て、常勤職員や民間の労働者の給与と均衡した、

適正な水準を維持してまいります。 

●池田由美委員  今後、希望される方が長く勤

務できると、その方向で進んでいくように、ぜひ

検討していただきたいわけですけれども、給料に

ついて、給料表を見ますと、３年、８年、12年の

号俸が示されていて、１年ごとに報酬月額が上が

るわけですけれども、職種によって定められてい

る最後の号俸で、結局、長く働いていても給料は

頭打ちとなっていくと、そういうことになります。

どんなに経験を蓄積しても、資格があっても、賃

金には反映されないということになっていくわけ

です。 

 やはり私は給料表の見直し、この制度も改善さ

れていくべきだということを求めておきたいと思

います。 

 自治体には、１か月に30人以上の離職者が発生

する場合、大量離職通知書を作成し、ハローワー

クに届け出る義務がございます。昨年、３定での

質問に対し、昨年は会計年度任用職員だけで100

人を超える退職者を出していると答弁がありまし

た。正規職員は、定年退職者も含めた離職者が30

人を超えたら、大量離職通知書を作成、届け出ま

すけれども、その離職者中の会計年度職員の場合、

まだ働き続けたいと、任用を続けたいけれど、任

用継続にならなかったために離職せざるを得ない、

そういった方も多いのではないかと推察するとこ

ろです。 

 ここで質問いたしますが、今後、毎年出してい

る大量離職通知の人数が減っていくとお考えなの

か、伺いたいと思います。 

●保木職員部長  今後、大量離職通知の人数が

減るのかという考えについてお答えをいたします。 

 大量離職通知につきましては、地方公共団体に

おいて一定期間に大量の雇用変動が生じる場合に、

公共職業安定所に提出をするものとされておりま

して、これは公共職業安定所が円滑に再就職支援

を実施するために利用されるものであります。 

 札幌市におきましても、任用限度に関連した離

職のほか、事業終了等に関連した離職によって生

じる雇用変動に関して、管轄の公共職業安定所に

提出しているところでございます。 

 このように大量離職通知につきましては、様々

な理由による離職を反映したものでありますので、

任用限度の見直しにより一概に対象者が減るとは

限らないものの、減る可能性はあるのではないか

と考えております。 

 今後も必要に応じて、適宜、見直しを図ってま

いりたいと考えております。 

●池田由美委員  減るかもしれないけれども、

分からないような状況なんだなということを、今、
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答弁で伺いました。 

 しかし、会計年度任用職員制度が導入される前

は大量離職通知書を出していないと、そういう事

実がありますからね。やはり、この働き方が大き

な問題ではないのかと感じているところです。 

 2025年に、総務省が会計年度任用職員の経験を

生かす採用試験等の取組事例集などを発表してい

ます。会計年度任用職員の能力実証を経た常勤化

などの在り方の見直しを進める、そういう政府の

方針を踏まえたものです。 

 札幌市においても、会計年度任用職員の経験や

スキルの向上が評価される雇用環境となるよう見

直し、働きたいと思っている会計年度任用職員が

引き続いて働いてもらえるように、一定期間で公

募していく公募制はやめるべきだと申し上げ、質

問を終わります。 

●藤田稔人委員  私からは、札幌市職員採用試

験における難病患者枠の創設に向けてと、管理職

のマネジメント力向上に向けた取組ということで、

360度評価について、大きく２項目質問させてい

ただきます。 

 まず、札幌市職員採用試験における難病患者枠

の創設に向けてでございます。 

 働く意欲を持つ難病患者の方々が病状の変化や

通院の必要性といった特性により、希望する仕事

に就くことや働き続けることに困難を抱えている

現状がございます。 

 こうした中、難病患者の社会参画を支える自治

体の直接雇用として、山梨県や千葉県の正規職員

枠や東京都港区の会計年度任用職員枠など多様な

形態での採用が他自治体で広がっております。ま

た、北海道においても、次年度以降、新たな採用

制度の導入を決定し、その具体的内容について、

検討していると伺っております。 

 本市においても、誰もがその能力を発揮し、自

分らしく働ける社会の実現は大変重要であると考

えており、現に、難病を抱えながら一般の採用試

験に合格し、活躍されている職員もおります。 

 一方で、身体障害者手帳を持たない難病患者の

方々にとっては、難病を理由とした配慮の仕組み

がなく、本来の力を発揮して挑戦することに高い

ハードルがあるのが実情でもございます。 

 そこで質問ですが、他自治体の対応状況などを

踏まえて、札幌市は職員採用試験における難病患

者枠についてどのようにお考えか、お伺いさせて

いただきます。 

●保木職員部長  難病を抱える方の採用につい

てお答えをいたします。 

 難病を抱える方の採用機会の確保などの雇用に

関しましては、本市にとっても重要な課題である

と認識しております。 

 本市では、これまで北海道難病連を訪問し、当

事者の皆様が抱える就労への不安ですとか、通

院・体調管理への配慮といった切実なニーズにつ

いて、直接お話を伺いました。また、先ほど言っ

ていただきました先進的な取組を行っている東京

都港区ですとか、千葉県を実際に訪問いたしまし

て、採用試験における工夫や採用後のフォローア

ップ体制などについて実務に関するヒアリング、

調査・情報収集も行ったところでございます。 

 今後は、これら調査で得られた知見や他都市の

先行事例を十分に精査・研究をして、今後の対応

について検討してまいりたいと考えております。 

●藤田稔人委員  本日は、後方で北海道難病連

の皆様方も傍聴されておりますけれども、ただい

まご答弁がございましたとおり、北海道難病連の

皆様から直接お話を聞いているということでおり

ますので、関係者のご意見、ご要望を十分に踏ま

えて、市職員採用試験における難病患者枠の創設

に向けて、北海道の対応に足並みをそろえて、ぜ

ひとも実現いただきたいと考えておりますので、

どうかよろしくお願いいたします。 

 次の質問に移ります。 

 今まで組織風土改革ということで、エンゲージ

メント調査の活用ですとか、職員による政策提案、

目標設定と評価制度など、ご提案させていただい
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ておりました。その中には、こういった議会の場

でも、ネクタイを着用しなくてもいいのではない

かということを提案させていただきましたけれど

も、今日は去年に比べるとちょっとネクタイの着

用率が高いかなと拝見しておりました。 

 ぜひ皆様と本当に腹を割った議論をしていきた

いという願いでもございますので、またそういっ

たこともご検討いただきたいと思っております。 

 そういった風通しのよい職場風土を通じて、ぜ

ひ職員一人一人の皆様方が、モチベーションを高

く、本来の能力を十分に発揮していただきたいと

期待しているところでもございます。 

 札幌市の職員は、お世辞でも褒め殺しでもなく、

本当に大変優秀であると感じております。私が札

幌市議会議員になってから、こんなことを言われ

たことがあります。札幌市職員に中澤伸之さんと

いう方いないかいと言われたんですね。いますよ。

当時は、今、財政部長ですということでお話しし

たんですけれども、その方からは、北大在学中か

ら大変優秀で、中澤さんが財政部長というのはそ

れは当然のことだと。やはり、札幌市をしょって

立つ職員の一人だと思うよということで、本当に

そういうことをお聞きしたことがございました。

そして、今、現に総務局長という立場でご活躍さ

れております。そのほかにも、たくさんの職員の

方が本当に優秀ですし、しかるべきポストで活躍

しているなと実感しているところでもございます。 

 その一方で、本来、能力は高いのだけれども、

残念ながら埋もれてしまっているなと感じる職員

も、これもたくさんいるなというのが私の実感で

ございます。 

 ぜひ、そういった方々が、個人が組織に埋没す

るということではなく、組織が個人を最大限に生

かすことができるように、組織風土改革に精いっ

ぱい努めていただきたいと考えている次第でござ

います。 

 さて、本題に入っていきますけれども、私は昨

年の予算特別委員会におきまして、職員が前例に

とらわれず、新たな課題に挑戦できる組織風土を

醸成するためには、管理職のマネジメント力が極

めて重要であると申し上げました。 

 その際、上司が自身のマネジメントについて、

客観的に振り返る機会をつくるため、民間企業で

広く採用されている360度評価のような仕組みの

導入が必要ではないかと提案し、理事者側の皆様

方から管理職のマネジメント能力の向上に有効な

取組であると認識しており、今後、その手法につ

いて検討するとご答弁いただいたところでござい

ます。 

 そこで質問ですが、その予算特別委員会から１

年が経過し、この間どのように検討を進めてこら

れたのか、まずはその進捗状況についてお伺いさ

せていただきます。 

●保木職員部長  360度評価の仕組みの検討状

況についてお答えをいたします。 

 360度評価のような仕組みにつきましては、国

や多くの政令指定都市でも実施されておりまして、

マネジメント能力向上の観点において高い効果が

期待できるものと認識しております。 

 そこで今年度、この取組を実施した場合におけ

る有効性や課題を把握するため、総務局において

仕事スタイル診断という名称で試行的に実施した

ところでございます。具体的には、総務局の部長

職、課長職を対象としまして、対象者の部下及び

同僚が無記名のアンケート形式で対象者の行動に

ついて回答を行いまして、その結果をレポートと

して本人とその上司にフィードバックをすると、

そういった手法で行いました。試行実施後にこの

取組の効果検証のためのアンケートを行いました

ところ、診断を受けた管理職の約７割が結果レポ

ートによるフィードバックを通じて、新たな発見

や気づきを得たと回答しておりまして、自身の強

みや改善点を再認識する機会として、そういった

有効性が確認をされたところでございます。 

●藤田稔人委員  総務局において仕事スタイル

診断として、まずはスモールスタートで試行実施
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をされたということでございました。また、その

中で、事後アンケートの結果では、管理職の約７

割が新たな発見や気づきを得たと回答したという

ことでございますので、一定の成果があったもの

と受け止めております。 

 一方で、管理職が部下や同僚から自身の行動特

性やマネジメント傾向について、回答を受ける機

会はこれまでもなかったことから、現場の職員に

は心理的な負担や戸惑いも生じたのではないかと

感じております。 

 特に、管理職の皆様はこういう言い方をすると

失礼かもしれませんけれども、恐らく、ほとんど

の方が自分はよい上司だと思っていると思います

けれども、実は、それは思い過ごしということも

あるかもしれません。こうした現場の職員の声に

耳を傾け、試行実施で見えてきた課題に対応する

ことが、本格実施に当たって重要なことであると

考えております。 

 そこで質問ですが、総務局での試行実施の結果、

職員からどのような声が寄せられ、どのような課

題であることが分かったのか、お伺いさせていた

だきます。 

●保木職員部長  試行実施の結果と課題につい

てお答えいたします。 

 試行実施におきましては、回答者となる部下が

少ない場合、結果レポートを本人に直接交付は行

わず、上司を通じてフィードバックを受けること

とするなど、個人が特定されないよう配慮して行

ったところでございます。 

 しかしながら、対象者の強みや改善点を具体的

に記入することを必須としたことで、回答者から

は誰が書いたか特定されるのではないかと不安で

あるといったような反応があったほか、回答の対

象となった管理職からは、ネガティブなコメント

を受け取ることが精神的に負担であるといった声

も寄せられております。また、同僚としての回答

者からは、業務上の接点が少ない同僚の行動につ

いて回答することの難しさを指摘する意見も見ら

れました。 

 これらの声を踏まえまして、回答することへの

心理的な負担を軽減しつつ、この取組の趣旨を前

向きなものとして捉えてもらうことが課題である

と、このように認識しております。 

●藤田稔人委員  効果が確認できた一方で、個

人が特定されないよう、匿名性の担保やネガティ

ブコメントなどに対する心理的負担といった、運

用上のデリケートな課題も浮き彫りになったとい

うことでございました。 

 こうした仕組みは、形だけ導入しても、職員が

かえって疑心暗鬼になってしまって逆効果という

こともございますし、職員が安心して取り組める

状態で運用されてこそ、本来の効果を発揮するも

のと考えております。 

 そこで質問ですが、総務局での試行実施で明ら

かになったこれらの課題を踏まえ、今後、どのよ

うに取り組んでいこうと考えているのか、お伺い

させていただきます。 

●保木職員部長  今後の展開についてお答えを

いたします。 

 今後に向けた課題への具体的な対応としまして

は、業務上の接点が少ない同僚への回答は行わず

に、対象者のマネジメントを日常的に受けている

部下のみからの回答に限定することにいたします。

また、心理的負担が大きかった自由記述欄につき

ましては、回答を任意とするとともに、対象者本

人には直接開示はせずに、対象者の上司のみに通

知し、上司から対象者に口頭で伝えるという運用

に改めます。 

 これらの対応策を講じた上で、来年度から本格

的に仕事スタイル診断を全庁に展開していく、こ

ういった考えでおります。具体的には、来年度は

まず、全庁の局長職、部長職を対象に実施した後、

令和９年度には、課長職にも対象を拡大していく

予定としております。 

 回答者の匿名性の確保に加えまして、対象者が

安心して制度を活用できる環境を整え、本取組の
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効果を最大限に引き出すことで、管理職自らがマ

ネジメントを振り返りまして成長し続ける、そう

いった組織風土を全庁的に醸成してまいります。 

●藤田稔人委員  試行実施して、現場の声を受

け止めて、その上で全庁に展開されるということ

でございました。 

 この360度評価、仕事スタイル診断を推進する

に当たって、２点まとめさせていただきます。 

 まず１点目ですけれども、目標設定、あるいは

明確な成果指標といったものが大変重要であると

思っております。そういった客観性のある指標が

なければ、やはり、今ご懸念のあったような心理

的に負担のあるようなコメントが多くなってしま

うということだと思っておりますので、昨年の委

員会の際には、目標設定もきちんとしているとい

うご答弁をいただいておりますけれども、そうい

ったことをしっかりと継続して、まずはやってい

ただきたいと思っております。 

 ２点目でございますけれども、風通しのよい職

場を実現するために、上司、部下が上下主従の関

係ではなく、対等、平等の関係で仕事に臨める環

境を整備していただきたいと考えております。 

 組織風土改革は、一朝一夕にできるようなもの

ではないと考えておりますが、このたびの仕事ス

タイル診断の取組が管理職のマネジメント力の向

上に寄与し、そして、職員一人一人が能力を最大

限に発揮して、失敗をおそれず、新たな課題に挑

戦することのできる組織となることを期待してお

ります。 

 管理職の皆様がこの組織の中で成長を実感でき、

職員一人一人との信頼関係が深まる運用となるよ

う、丁寧かつ積極的に推進していただきたいとい

うことで、ぜひよろしくお願いいたします。 

●うるしはら直子委員  私からは、人材確保・

育成と行政改革・ＤＸ推進について、質問してま

いります。 

 前回、昨年の決算特別委員会では、本市のＳＰ

Ｉ方式の採用試験の導入ですとか、またエンゲー

ジメント調査、そしてジョブチャレンジ制度とい

った人材確保・定着に向けた先駆的な取組の推進

について伺ったところです。人材不足が全国的な

課題となる中で、意欲ある人材を確保し、その力

を最大限に引き出す取組は、着実に成果を上げて

いるものと評価しております。 

 一方で、人的資本に限りがある本市において、

複雑多様化する行政課題に効率的かつ的確に対応

していくことが、これまで以上に求められている

と考えます。今後、人口減少がさらに進み、人材

不足が深刻化する中、必要な現状の市民サービス

の質を維持・向上させていくことは、持続可能な

行政運営のために避けて通れない大きな課題です。 

 特に、行政ＤＸの推進は深刻な人材不足を補い、

組織の活力を維持するための抜本的な業務改革と

考えます。生産性の向上を通じて職員がより付加

価値の高い業務に注力できることこそが、執行体

制の強化そのものであると考えます。 

 そこで、本日はこれまでの人材確保・育成の成

果と、また、行政改革・ＤＸ推進による執行体制

の強化という観点から３点伺ってまいります。 

 まず、現在の労働力人口の減少に伴っては、民

間企業と人材獲得競争が激化する中、専門的な知

識を持つ技術職をはじめ、多様な経験や経歴を持

つ人材の確保は、本市にとっても喫緊の課題であ

ると認識しております。本市はこれまで、受験機

会の拡充ですとか、また試験区分の新設など、多

様な人材を確保するための取組を進めてまいりま

した。 

 一方で、採用後のミスマッチ防止、そして若手

職員が将来に展望を持てるようなキャリア形成支

援の重要性も一段と高まっております。 

 そこで最初の質問ですが、近年の厳しい採用環

境における人材確保の現状と職員の主体的な挑戦

を促すジョブチャレンジ制度の活用状況、そして

その反応について、現在の認識を伺います。 

●保木職員部長  人材確保の現状とキャリア形

成支援の成果についてお答えをいたします。 
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 ＳＰＩ方式の導入などによりまして、民間企業

との併願者や若年層の転職希望者など、新たな受

験者層の掘り起こしにつながったものの、依然と

して技術職を中心に受験者数の確保が課題となっ

ておりまして、人材の獲得は厳しい状況にあると、

このように認識しております。そのため、多様な

人材の確保に加え、採用後のミスマッチ防止や若

手職員のキャリア支援も極めて重要であると考え

ているところです。 

 こうした中、令和６年度から運用を開始したジ

ョブチャレンジ制度につきましては、制度利用者

からも高い満足度が得られていることに加え、参

加者も着実に増加しておりまして、意欲ある職員

の挑戦を後押しする動きに広がることで、職場の

魅力向上や、将来的な人材確保にもつながってい

くものと考えております。 

 今後も限られた人員の中でも質の高い行政サー

ビスを提供できるよう、多様な人材の確保に努め

るとともに、職員が主体的にキャリアを描き、そ

の能力を最大限に発揮できる環境整備に取り組ん

でまいります。 

●うるしはら直子委員  ご答弁がありましたよ

うに、このＳＰＩ方式の採用試験、現場の皆さん

からも聞いていますが、受けた方たちからも周り

の方からも大変よい制度だということで、いろい

ろな人材確保ができているということはあるけれ

ど、それでもまだ、人材の獲得は厳しい状況であ

るといった中でございました。 

 そういう中でも、ジョブチャレンジ制度におい

て、現場の声ですとか利用者の満足度を踏まえて、

迅速に要件緩和などの制度改善につなげている点

は意欲ある人材確保・定着の観点からも、ここは

高く評価させていただきます。 

 本市は、これまでも効率的な行政運営を行って

きているとは思いますが、行政ニーズが本当に高

度化・複雑化する中で、これを担う職員の負担も

また増えてきているのではないかと感じています。

限られた人員の中で、質の高い行政サービスを提

供して、職員一人一人の能力を最大限に発揮する

ことは、まずは現在の執行体制の状況、これがど

うあるかという現在地をしっかり把握して体制を

構築していくべきと考えます。 

 そこで質問ですが、現在の本市の職員数につい

て、他都市との比較を含めた具体的な現状を伺い

ます。また、今後の人材不足が一層深刻となって

いく中で、どのように行政課題に対応していく考

えか伺います。 

●保木職員部長  本市の職員体制の現状につい

てと今後の対応についてお答えをいたします。 

 本市はこれまでも、既存業務の見直しによる効

率化を図りながら、行政需要が多様化・増大して

いる、そういった分野に人的資源を優先的に配分

するなど、スクラップ・アンド・ビルドに取り組

んでまいりました。その結果、一般行政部門の職

員数は、人口１万人当たり38.9人であり、ほかの

政令市と比較しても少ない水準であり、効率的な

体制となっていると考えております。 

 今後は、より一層人材確保が困難となる状況も

見据えながら、現状を当たり前とはせず、デジタ

ル技術を活用した既存業務の効率化ですとか、事

業の見直しなど、持続可能な行政運営のための効

果的な組織の在り方も含めて検討していくと、そ

ういった必要があると考えております。 

●うるしはら直子委員  今、ご答弁にもありま

したとおり、以前からこれは課題なんですけど、

一般行政職の職員数については、何と政令市でも

２番目に少ないということでございました。確か

に、効率的な体制とも言えますけれども、これは

少ない人数で多くの業務をこなしているという裏

返しでもあるのではないかと思います。こうした

限られた人数で働く職員の方が、仕事と家庭、育

児等と両立できてこその効率化と思います。 

 しかしながら、休暇等が取得しやすい環境など

との両立支援の体制はまだ道半ばではないかとい

うことを感じています。そしてまた、現場のデジ

タル環境についても進めていくということですが
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課題があるかと思います。例えばですけれども、

保育現場等では、日報を書くための端末が１人１

台当たっていないというような話も聞き及んでお

ります。これこそ、デジタル化して効率化すべき

点ですし、こうした職場は幾つかまだあるのでは

ないかと思いますので、そうした改善に向けた検

討も合わせて、ここで要望させていただいておき

ます。 

 こうした職員の確保・育成が重要とある一方で、

生産年齢人口の減少、また人材不足という問題は

全国的な課題であり、ここも避けては通れない課

題です。こうした中で重要となるのは業務内容の

改革、ＤＸによる徹底した業務効率化ではないか

と考えます。 

 先日行われました大都市税財政制度・ＤＸ推進

調査特別委員会では、市役所内部のデジタル化を

強力に進めるため、この春からデジタル戦略推進

局行政ＤＸ推進室を総務局改革推進室に統合して

いく旨の説明がございました。 

 そこで伺います。この人材不足が見込まれる中

での行政改革・ＤＸについて、今後どのように進

めていくお考えか伺います。 

●手塚改革推進室長  人材不足の中での行政改

革・ＤＸ推進についてお答えいたします。 

 深刻な人材不足を迎える中、市民サービスを維

持していくためには、市役所の仕事の在り方を大

胆に変革し、徹底的な業務効率化を図ることが不

可欠と認識しております。 

 特に、少子高齢化の進展や行政が対応すべき領

域が拡大・複雑化する中では、市民に寄り添う相

談や支援等の業務に人材をシフトさせていくこと

が重要であり、そのためには事務を効率化してい

く必要があると考えております。そのため、新年

度からは、区役所における行政手続のデジタル化

に向けた取組を強力に進めるほか、事務プロセス

そのものも抜本的に見直していきます。 

 デジタル技術の活用を進めることで、職員の事

務負担も軽減し、職員誰もが市役所で働きやすく

なるように市役所改革を推進してまいりたいと考

えております。 

●うるしはら直子委員  今年度の具体的な取

組・成果、そして将来を見据えた定数管理とＤＸ

の方向性については理解をいたしました。ぜひ、

業務の効率化、そして職員の働き方ということで、

新しい体制の中で市役所の中もアップデートして

いただきたいなと思っております。 

 ここまで３点聞いてまいりましたけれども、今

後の人材確保とＤＸ推進に向けた取組につきまし

て、前総務局長でもありました山本副市長の思い、

そして所感などをお聞かせいただきたいと思いま

す。 

●山本副市長  人材確保、あるいはＤＸ推進に

向けた取組というご質問でございます。 

 今までのご質問、そして答弁の中でも申し上げ

ておりましたけれども、人口減少、少子高齢化と

いう社会構造の変化ということでの、それを原因

とするいろいろな課題というものが生じていると

ころでありますけど、市役所におきましても、人

材確保という課題は非常に大きなテーマでありま

す。これまでもそうした課題に向き合ってきたと

ころでありますけれども、特に、少し粗い数字の

話になりますけれども、過去10年間で職員の採用

の倍率はほぼ３分の１に減っている。その一方で、

30代以下の若い職員の離職がこの10年間で逆に３

倍に増えていると、こういう状況が顕著になって

おります。そういった課題に直面する中で、どの

ように解決していったらよいかというその取組が

今まで答弁の中で申し上げましたようなＳＰＩで

すとか、そういった試験の見直しであったり、ジ

ョブチャレンジ制度であったりということでもあ

ります。 

 札幌市は、今までも民間委託等で民間でもでき

る仕事は民間にということで、公務員でなければ

できない仕事というところに人材を投入してきた。

その結果が人口当たりの職員数がご指摘のように

指定都市で２番目に低いと、これがこの背景だと
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私は認識しております。 

 今後も様々な形で見直しを進めていくという中

で、このＤＸという取組、これが非常に大きなテ

ーマになってくると認識しております。こういっ

た中で、職員でなければできない仕事、相談業務

であったり市民に寄り添った仕事というところに、

この人材を投入していくということ、これを強力

に進めていくということが必要だと思っておりま

す。 

 私が先頭に立って、この取組を進めていくとい

うことをこの場で申し上げます。よろしくお願い

いたします。 

●うるしはら直子委員  山本副市長の熱い思い、

ありがとうございました。また、柔軟な姿勢、そ

して、職員一人一人が力を発揮できる環境を継続

していただくようお願い申し上げます。 

 デジタル化を進めるに当たりましては、デジタ

ル人材の育成は重要ですけれども、同時に行政の

知識をしっかり持った職員を育成していくことも

不可欠と思います。限られた職員数で対応してい

る本市においては、適正な職員の配置、ＤＸの推

進は市民サービスを維持するための生命線です。

デジタルを単なる効率化の道具に終わらせるので

はなく、組織の執行体制そのものを強化する鍵と

しまして、今、山本副市長からも先頭に立ってと

いうことをいただきましたので、この強いリーダ

ーシップの下、全庁的な体制強化とスピード感を

持って進めていただくことを要望いたしまして、

私の質問を終わります。 

●前川隆史委員  私からは２項目。 

 まず１点目は、多文化共生とフェアトレードの

取組について。 

 そして、２項目めは市役所改革・ＤＸの推進に

ついて、大きく２項目について順次伺います。 

 まず１項目、多文化共生とフェアトレードの取

組について伺いたいと思います。まずは国際理解

の促進の重要性に係る札幌市の認識について伺い

たいと思います。 

 我が会派は、これまでＳＤＧｓ未来都市ですと

かフェアトレードタウンの認定など、一貫してＳ

ＤＧｓに基づいた持続可能なまちづくりや多文化

共生の推進に尽力してきたつもりでおります。グ

ローバル化の進展によりまして、世界の国々が相

互に与える影響や依存関係が強まる中で、環境問

題や難民・貧困・紛争問題など、地球規模の課題

が顕在化、また深刻化してきております。 

 先日の委員会でも冒頭で触れましたが、アメリ

カ、イラン戦争の出口が全く見えない雰囲気にな

ってきております。アメリカ政府の政府関係者の

発言もばらばらで一貫していないということで、

世界中が今不安視している、このような状況でも

ございます。こうした様々な国際的な問題は、一

つの国や地域だけで解決できるものではなくて、

様々な協力関係によりまして解決を図っていく必

要があると思います。 

 一方で、近年はデジタル技術ですとかＳＮＳの

発達によりまして、世界中の人々と容易に交流で

きるようになった反面、ＳＮＳ等の影響もあり、

自国第一主義的な考え方や他国の人や文化に対す

る排外主義的な風潮が一部で見受けられるように

なってきているところを危惧しているところでお

ります。戦後、国際社会が積み上げてきた平和や

国際協力といった理念が失われつつあるのではな

いかと、大変強く危惧しております。こうした時

代だからこそ、市民一人一人が異なる背景を持つ

人々を理解して尊重し合う、国際理解の促進が極

めて重要であると、このように思っております。 

 また、このことは、第２次札幌市まちづくり戦

略ビジョンにおいて、その目指すべき都市像とし

て、世界をリードし、持続可能で、多様性と包摂

性のある世界都市を掲げている札幌市においても、

欠かすことのできない理念であると思います。 

 そこで伺いますが、昨今のこうした排外主義的

風潮などの課題を踏まえて、札幌市として国際理

解の促進の重要性について、どのような認識を持

っているのか伺いたいと思います。 
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●烝野国際部長  国際理解の促進に係る本市の

認識についてお答えいたします。 

 世界中の多様な人々との違いを理解しつつ、お

互いを尊重していくことは、多文化共生の実現や

国際協調の進展に資するものであると考えている

ところでございます。 

 その一方で、委員ご指摘のとおり、残念ながら

異なる文化や背景を持つ人々に対する排外主義的

な風潮やＳＮＳ上で外国人に対する心ない言葉が

殊さらに分断を強調するかのような現状が一部に

あることは承知しております。 

 そのような中、札幌市では、2024 年３月に策

定した札幌市多文化共生・国際交流基本方針にお

きまして、国籍や民族、言語や文化的背景などの

違いにかかわらず、互いを認め合い、多様性が強

みとなる社会を目指すこととしているところであ

ります。こうした社会の実現に向け、市民一人一

人が国際社会の一員として、異文化や多様な価値

観に触れて理解を深める国際理解の促進は、他者

への偏見や差別をなくし、平和への思いを共有す

るためにも不可欠な土台であり、昨今の国際情勢

に鑑みますと、ますますその重要性が高まってい

ると認識しているところでございます。 

●前川隆史委員  ありがとうございます。 

 国際情勢、厳しさを増しておりますけども、一

地方自治体が頑張ったところでということではな

くて、それだからこそ地方自治体が、こういうと

きこそ頑張らなきゃいけないと、こういった思い

と決意の表明でもあったのかなと受け止めさせて

いただきたいと思います。国際理解の促進に向け

たまちの認識については理解をさせていただきま

した。 

 それでは次に、国際理解の促進に向けた今後の

フェアトレードの取組について、お伺いしたいと

思います。 

 私は、この国際理解を進めていくための身近な

入り口としてフェアトレードの取組が非常に重要

であると、かねてより何度も議会で取り上げて主

張させていただいたところでございます。フェア

トレードは、自分たちが日常に使っている物や食

べ物を通じて、遠く離れた国で困難な状況にある

生産者や労働者の生活を知り、世界の課題に目を

向けるきっかけとなるものであると思っておりま

す。 

 成熟した平和都市である札幌市において、損得

や利害を超えた人間社会の理想を追求していくた

めには、特に、これからの未来を担う若い世代に

対して、フェアトレードを通じて国際理解を深め

ていくことの大切さを伝えて、人づくりを行って

いくことが必要不可欠であると、このようにも思

っているところでおります。悲観的なニュースが

多い世の中でも、苦しんでいる人のことに思いを

はせる若い人たちの純粋な心をまちづくりに生か

していくということは重要でございます。 

 札幌では、かつて豊平川にサケを取り戻そうと、

市民による自発的な草の根の運動、いつもコマー

シャルが流れておりましたが、カムバックサーモ

ン運動が結果として、毎年サケが遡上する豊かな

川を取り戻す、そういったきっかけにもなりまし

た。私は同じく、草の根の市民運動から始まった

フェアトレードが、今後、若い人たちが中心とな

り活動を進めていくことにより、社会を動かして

いく力を持つと確信しております。 

 そこで２点目の質問でございますが、若い世代

に向けた今後のフェアトレードの取組について伺

いたいと思います。 

●烝野国際部長  若い世代に向けた今後のフェ

アトレードの取組についてお答えいたします。 

 委員ご指摘のとおり、国際理解の入り口として

日常の買物などから世界の現状に思いをはせ、他

者へ共感を育むことができるフェアトレードの取

組を進めていくことは、大変重要なことと認識し

ております。若い世代へフェアトレードの理解促

進を図るため、今年度よりサークル活動としてフ

ェアトレードの普及に取り組んでいる大学生と連

携しまして、小中高生を対象とした出前講座を実
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施しております。この出前講座に参加した中学生

からは、正当な対価が生産者に支払われないとい

う世界の現実を知ったといった声や、フェアトレ

ードの理念について、より身近に感じることがで

きたといった声が寄せられるなど、大きな反響が

あり、フェアトレードの普及に取り組む若者から

直接話を聞くことの効果を実感したところであり

ます。 

 今後も、学生たちが直接その活動や思いをより

若い世代に伝えていく取組を通じて、フェアトレ

ードを身近な問題として認識してもらい、若い世

代における国際理解を深めるきっかけづくりを進

めてまいりたいと考えているところでございます。 

●前川隆史委員  ありがとうございます。 

 大学生が中学生に熱く語って、私たち大人が目

先の利害ですとそういったことに執着している中

で、そういう一度も会ったことない世界の人々の

そういった苦しみや不公平というものに対して、

問題意識を持っていこうという、こういう若い人

たちの反響に大変感銘を受けました。現在の国際

情勢を踏まえた上での、札幌市の国際理解の促進

に向けた取組について、お話を伺いました。 

 続いて、この足元に目を向けますと、もう一つ

大変重要なこととして、身近な地域における外国

籍市民との共生に関する課題、視点がございます。 

 本市でも、将来的な生産年齢人口の減少や人手

不足の対応をするために、外国人材に選ばれる環

境づくりが重要だということで、これまでも、人

口減少対策ということで、こういった答弁も何度

もいただいております。もはや日本人だけで社会

を維持していくことは大変難しく、外国籍市民と

ともに支え合う社会をつくっていく必要がござい

ます。 

 一方で、先ほどの質問でもＳＮＳについて触れ

ましたが、ＳＮＳ等の影響によりまして、先ほど

指摘した事象のほかにも、外国人に対する偏見な

どに基づく漠然とした不安感の高まりや、異なる

背景を持つ他者への不寛容による社会的分断が生

じる懸念がございます。国籍や文化の壁を越えて、

違いを認めながら、共に生きていく多文化共生社

会の形成がこれまで以上に重要となってきており

ます。 

 札幌の発展を振り返りますと、明治初期の開拓

使によって招かれたクラーク博士をはじめとする

多くの外国人に都市計画や農業、教育、産業の基

盤を築くことに大きな貢献をしていただいた歴史

があります。また、近年では、オリンピックなど

の国際イベントの開催をはじめ、世界中から多く

の人々を受け入れてまいりました。このように札

幌は多様な立場の人々とともに成長してきたまち

でございます。インバウンドも含めて、外からの

様々な支えがあって発展してきた歴史を決して忘

れてはならないと、このように思います。 

 ここで伺いますが、こうした本市が他者ととも

に発展してきた歴史的背景や先ほど指摘した社会

状況を踏まえて、多文化共生社会の実現を目指す

意義について、札幌市の認識を伺います。 

●烝野国際部長  多文化共生社会の実現を目指

す意義についてお答えいたします。 

 本市におきましては、今後も特定技能での在留

資格者はもとより、ＤＸ施策の推進により、外国

籍市民はさらに増加する見込みであり、国籍・民

族・言語・文化的背景などの多様化が進むものと

認識しております。 

 多文化共生社会の実現は、地域に住む市民の多

様化が進む中、誰もが安全・安心な環境の下、地

域の一員として充実した暮らしを送るという日本

人市民と外国籍市民、双方に共通する普遍的な願

いに応えることにつながるものと考えているとこ

ろでございます。加えまして、世界中から集まっ

た人々による多様性を強みとし、本市が活力ある

まちとして持続的に発展していくためにも必要不

可欠であることから、重要な意義があると認識し

ております。 

●前川隆史委員  ありがとうございます。 

 ＤＸが札幌市のまちづくりの柱となっておりま
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すけども、そういったＤＸもそうですが、今後、

多様な外国籍の人材が札幌に入ってまいりますの

で、力を合わせていかなきゃいけないと思います。

多文化共生社会の実現に向けての思いを伺いまし

た。 

 先般、国において、外国人の受入れ・秩序ある

共生のための総合的対応策が取りまとめられまし

て、昨今はこのルールの遵守など、秩序の側面が

クローズアップされがちかと思っております。 

 しかし、国籍や文化の壁を越えて、人として、

生命、財産、健康を守りたいと思うことは、万国

共通の願いでございます。これに応えることは行

政としての基本的な責務の一つでもあると思って

おります。同じ地域で暮らす生活者に対する安

全・安心な支援の取組も引き続きしっかりと進め

ていっていただきたいと思います。 

 特に、命や健康に関わる取組は重要でございま

して、その最前線である医療現場にも目を向ける

ことが必要でございます。その医療現場において

は、言葉や文化の違いによるコミュニケーション

のギャップが時として大きなトラブルにつながり

かねないことから、万全のサポート体制が必要で

はないかと思います。また、こうした支援は他者

を思いやるという日本人の優しさや温かい人間性

が表れている取組でもございます。国際都市札幌

が住みよいまちであるために、非常に重要な要素

であると思いますから、我が会派ではこれまでも

その重要性について指摘してまいりました。 

 現在、市では外国人の医療受診の際の通訳サー

ビスを実施していると承知しておりますが、新年

度予算では、この医療通訳の体制強化について、

打ち出されております。 

 そこで伺いますが、外国籍市民の命と健康を守

るため、新年度において、医療通訳の体制をどの

ように強化をしていくお考えか伺います。 

●烝野国際部長  医療通訳体制をどのように強

化していくかについてお答えいたします。 

 現在、札幌市では、外国人患者が医療機関を受

診する際の言語サポートとして、医療に関する専

門的な知識を有する者による電話での音声通訳を

提供しております。令和８年度からはこれに加え

まして、患者個人のスマートフォンなどで利用で

きる映像通訳の導入を想定しており、通訳者が音

声だけでは把握しにくい患者の反応や患部の様子

などの視覚情報を得られる体制を整えたいと考え

ているところであります。これによって、医師と

患者との間におけるコミュニケーションがより正

確、かつ迅速になると見込まれますことから、外

国人患者が安心して適切な医療を受けられるだけ

ではなく、診察時の意思疎通がスムーズになるこ

とで、医師をはじめとする医療機関側の負担軽減

や診察時間の短縮も期待できると考えているとこ

ろであります。 

 本市といたしましては、こうした取組を通じて、

国籍等にかかわらず、誰もが等しく安心できる医

療環境を確保し、全ての市民が安全・安心に暮ら

せる地域社会の実現を目指してまいりたいと考え

ております。 

●前川隆史委員  ありがとうございます。 

 共生社会の実現といっても、その具体的な細や

かな課題を一つ一つ解決していく中にその推進が

あると思いますので、どうか引き続きよろしくお

願いいたします。 

 次に、市役所改革・ＤＸの推進について伺いた

いと思います。 

 このほど総務局の改革推進室とデジタル戦略推

進局行政ＤＸ推進室の組織統合が発表されました。

今日はそれを受けての質疑をさせていただきたい

と思います。 

 2021年度に総務局の内局としてデジタル推進担

当局長が新設されましたが、新設に当たっては、

私も当時の経営層の皆さんと何度も議論を重ね、

その実現に至った経緯が思い起こされます。また、

改革推進室につきましても、行政事務センターの

設置や区役所の窓口業務の改革など、かなり以前

から具体的な行革の推進を、推進室の皆さんと何
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度も議論を重ねて、積極的に行革を後押ししてま

いりました。そういった背景もございまして、現

在は組織の名称は変わっておりますが、それぞれ

の部局に大変深い思い入れがございます。 

 しかし、私はずっと不満があったんです。改革

推進室とデジ局の行政ＤＸ推進室がなんで分かれ

ているのかと、この点は非常に不満に思っており

まして、本気で行革をするのなら、一緒になった

ほうがいいんじゃないかということを、表ではあ

まり言いませんでしたが、舞台裏でいつもぶつぶ

つ文句を言っておりました。このたび、ようやく

両者が一体となる組織の再編が実現するというこ

とを、まずはスタート地点に立ったということで

喜んでおります。 

 そこで伺いますが、今回の組織統合の最大の狙

いはどこにあって、二つの組織が一体となること

で、どのような成果を目指しているのか、伺いた

いと思います。 

●手塚改革推進室長  組織統合の狙い、成果に

ついてお答えいたします。 

 今回の組織統合、機構の再編は、組織編成や市

役所改革全般を担う改革推進室の機能と、デジタ

ル改革を推進する行政ＤＸ推進室の機能を融合し、

変革の機動力・推進力を強化することを狙いとす

るものでございます。 

 先ほど、うるしはら委員からもご指摘がありま

したけれども、単なるデジタルツールの導入にと

どまらず、各手続の業務プロセスや組織の形まで

考え、全体最適なものに変えていくことで市民の

利便性も高まり、職員の業務効率も向上する、実

のある変革を目指すことを考えております。 

●前川隆史委員  改革の機動力を上げるという、

力強いお話がございました。 

 しかし、この札幌市役所というこの組織、様々

な行政サービスを扱う職員数２万3,000人の大組

織でございます。組織を統合したとはいえ、限ら

れた人員で変革を実現していくためには、市役所

の中でも、より改革の焦点をしっかり絞って切り

込んでいく、そういう必要があるんじゃないかと

思います。 

 一方で、これから先の時代は少子高齢化が進み

まして、札幌市においても35年後の2060年には生

産年齢人口が現在の３分の２に減少するとされて

おりますし、これまでにない人材不足に直面する

ということが予想されております。また、高齢化

率は４割を超える時代となっていく、そういうこ

とを考えますと、介護や福祉など、今よりも困り

事を抱える市民の数が増えることが見込まれてま

いります。 

 そこで伺いますが、生産年齢人口の減少が進み

高齢化が進展していく中、今後どのような切り口

で改革を進めていこうと考えているのか、改革・

ＤＸのターゲットについて伺いたいと思います。 

●手塚改革推進室長  改革・ＤＸのターゲット

についてお答えいたします。 

 新年度からは、デジタル戦略推進局とも連携し

て、まず市民に最も近い区役所のサービスを主眼

に変革を進めてまいります。 

 具体的には、令和13年度までに原則として全て

の手続をオンラインからも申請可能な状態にする

ことに加え、戸籍住民課の窓口における、書かな

い窓口に係るシステムの構築を進めるなど、令和

14年度の南区複合庁舎完成に向けて区役所サービ

スの変革を進めていきます。また、先ほど山本副

市長からもご答弁させていただきましたけれども、

デジタル化により生み出されたリソースを対面で

の相談支援など、職員にしかできない業務に振り

向けることで、人手不足が進む中でも、市民サー

ビスの質を維持していくことを考えております。 

●前川隆史委員  ありがとうございます。 

 令和13年度には、全ての申請をオンライン申請

化すると、そういった目標が示されました。また、

職員にしかできない業務というものにリソースを

使っていきたいというような、行政事務センター

の設置の際にもこういった思想性、考え方があっ

たと思いますけれども、しっかり市民サービスの
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維持を目指して、またさらに発展を目指して頑張

っていただきたいと思います。 

 しかし、とは言っても、否定ばかりしても怒ら

れるんですけども、この札幌市のような大都市に

おける抜本的な変革は、やはり１年、２年と短期

間でやっていくのは難しいので、先ほど令和13年

という話もありましたが、実現までには一定の期

間というものが必要かと思います。また、2022年

のチャットＧＰＴのリリース以降、ＡＩ技術をは

じめとした社会のイノベーションは日進月歩の勢

いで進んでおります。世の中のサービスが大きく

日々変化しております。 

 市役所は、いまだに失敗を許さない風土が根強

くございますが、私も市議会議員になって思った

のは、札幌市役所は本当に失敗しないということ

が公務員の最大の目標であるみたいなイメージを

受けたのが最初の印象でございまして、このよう

な世の中の動きが早い時代においては、最初から

完璧を求めるというのはなかなかよくないんじゃ

ないかなと、試行錯誤を繰り返しながらも、これ

までにないこの挑戦を繰り返していく姿勢が重要

だと思います。 

 特に、これからの次代を担う若手職員のアイデ

アをすくい上げて、組織として失敗してもよいと

いう、そういった姿勢を示していくことが変革を

持続させる、勢いをつける鍵になると思います。 

 そこで伺いますが、来年度からスタートする行

政改革・ＤＸ推進室では、このような社会の変化

を踏まえて、今後どのような挑戦に取り組んでい

くのか、また、変革を持続させるための組織づく

りにどう取り組んでいくのか、改革推進室長のご

決意を併せて伺います。 

●手塚改革推進室長  今後の挑戦と組織づくり

にどう取り組むかについてお答えいたします。 

 今後は、申請のデジタル化や保健福祉分野での

台帳ペーパーレス化のほか、内部事務におけるＡ

Ｉ活用をさらに進めるなど、大胆な変革に取り組

んでいきます。また、委員ご指摘のとおり、大き

な変革を持続させるためには、失敗をおそれずに

スピード感を持って挑戦を繰り返すアジャイルな

姿勢と、それを受け入れる組織づくりがポイント

になると認識しております。 

 市長も職員向けの意識啓発動画の中で、若い職

員を潰さない、邪魔をしないと述べており、来年

度スタートする行政改革・ＤＸ推進室では、意欲

ある職員からの提案や、これまでにない取組への

挑戦を積極的に後押しするとともに、表彰制度等

を活用してまいりたいと考えております。 

 このような取組を続けることで、変化が加速す

る時代にも適応できる、しなやかで力強い市役所

の実現に向け、行政改革・ＤＸ推進室の役割を果

たしてまいりたいと考えております。 

●前川隆史委員  ありがとうございます。 

 恐れず、挑戦していくということでございまし

た。しなやかでとか、なかなかあまり公務員らし

くない表現が増えてきまして、大変喜んでいると

ころでおります。 

 民間に追いつき追い越せというぐらいの勢いで、

民間企業が札幌市役所に学べと言われるような改

革に挑戦していただきたいと思います。 

 南区役所の整備が一つの目標として、先ほど掲

げられました。これまでの区役所の概念を覆すと

いうような勢いで取り組んでいただきたいですし、

そして南区役所だけじゃなくて、ぜひ、ほかの９

区役所もしっかりと南区役所の完成を待つのでは

なくて、同時に、その改革を足並みそろえて進め

ていただくようにお願いを申し上げまして、私の

質問を終わります。 

●かんの太一委員長  ここで、およそ60分間委

員会を休憩いたします。 

―――――――――――――― 

休 憩 午後０時３分 

再 開 午後１時５分 

―――――――――――――― 

●わたなべ泰行副委員長  委員会を再開いたし

ます。 
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 休憩前に引き続き、質疑を行います。 

●あおいひろみ委員  私からは、日本語習得支

援事業について質問いたします。 

 本市において、少子高齢化や生産年齢人口の減

少に伴う労働力不足が深刻化する中、就労者とし

て本市で暮らす外国籍市民の数は年々増加を続け

ていると承知しています。特に近年では、就労の

ための在留資格である特定技能の在留者が急激に

増加しているところです。今後は、在留期間が５

年までと限られている特定技能１号から、在留期

間の上限がなく家族帯同も認められる特定技能２

号への移行が進むことが予想され、長期の就労を

希望する方や帯同する家族がさらに増加すること

が見込まれます。 

 外国籍市民が地域社会で生活していく上で、言

葉の壁は大きな課題であります。とりわけ、帯同

する家族については、就労者に比べて社会との接

点を持つ機会が少なく、地域から孤立してしまう

懸念があります。外国籍市民が家族も含めた地域

社会で生活する一員として、地域コミュニティー

への関わりのフォロー策についての取組を求める

声が団体より我が会派にも届いております。地域

コミュニティーに関わるためのベースとなる日本

語の習得支援が極めて重要であると考えます。 

 外国籍市民が地域社会とつながり、日本の生活

にスムーズに入っていくことは、我々、日本人市

民にとっても望ましいことであります。両者が相

互に理解し合い、誰もが安全・安心に暮らせる多

文化共生のまちづくりを積極的に進めていくべき

であります。本市でも、こうした認識の下、日本

語習得支援に取り組んでいると承知していますが、

まずは現状の取組について、確認したいです。 

 そこで、一つ目の質問ですが、本市の日本語習

得支援について、現在の取組内容と見えてきてい

る課題は何か伺います。 

●烝野国際部長  日本語習得支援に係る現在の

取組内容と課題についてお答えいたします。 

 現在の主な取組として、日本語学習が初めての

方向けに、全12時間のはじめてのにほんごくらす

という教室を年４回実施しているほか、ある程度、

日本語が話せる方向けに、小グループで日常生活

に役立つ実践的な会話を行う、ぺらぺらすいよう

びという教室を実施しております。 

 課題といたしましては、このはじめてのにほん

ごくらすと、ぺらぺらすいようびとの間には、学

習内容の難易度に相当な開きがあるということが

挙げられます。 

 具体的に申し上げますと、はじめてのにほんご

くらすを終了しても、基礎的な文法や簡単な単語

などを覚える入門段階にとどまっており、実践的

な会話などが中心のぺらぺらすいようびに通って

も学習内容についていけず、段階的に習熟度を積

み上げていくことができていない現状がございま

す。 

 そこで初学者が途切れることなく、段階的かつ

継続的に学べる新たな受皿を用意し、基礎からス

テップアップして続けて学習していける環境を整

えていく必要があると考えているところでおりま

す。 

●あおいひろみ委員  語学というのは、本当に

大変なことだと思いますので、よろしくお願いい

たします。現在の取組状況と見えてきている課題

については理解いたしました。 

 我が会派としても、以前から継続的な学習機会

の必要性やボランティア任せにするのではなく、

行政が積極的にその役割を担うべきだと指摘して

きたところであります。外国籍市民が地域社会と

つながって生活していくためには、単発の学習で

終わらせず、日常生活を送る上でより円滑にコミ

ュニケーションを図れる実践的な日本語能力を身

につけてもらうことが重要であります。 

 先ほど、午前中の前川委員のご質問にもありま

したが、国においても、外国人の受入れ・秩序あ

る共生のための総合的対応策の中で、日本語教育

の充実が示され、地方公共団体の体制づくりを支

援する動きがあると聞いています。本市としても、
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こうした支援策を積極的に活用して、現在の課題

を解消し、さらに取組をパワーアップして前に進

めていくべきと考えます。 

 そこで、二つ目の質問ですが、現状の課題を踏

まえ、令和８年度に向けて、日本語習得支援の取

組をどのように拡充していくのか伺います。 

●烝野国際部長  令和８年度に向けての日本語

習得支援事業の取組をどのように拡充していくか

についてお答えいたします。 

 令和８年度は、地方公共団体における日本語教

育環境を強化するための体制づくりを支援する文

部科学省の補助事業を活用しながら、市内の日本

語教育体制を整備してまいります。具体的には、

はじめてのにほんごくらすから続けて段階的に受

講できる日本語教室を新設しまして、今まで全体

で12時間だった学習時間を124時間に拡充するこ

とで、基礎から継続してステップアップできる学

習環境を整えるとともに、カリキュラムの中で地

域での生活ルールなどの理解にも役立つ内容を盛

り込んでいきたいと考えているところであります。 

 この日本語学習時間につきましては、文部科学

省では、学習時間に応じ、日常生活の様々な場面

において、聞く、話す、読む、書く、それぞれに

ついてできるようになることの目安を示しており

ます。今回の拡充により、124 時間の学習を達成

することによって、例えば、体の調子が悪いとき、

お腹が痛いです、気持ちが悪いですなど、短い簡

単な言葉で周りの人に伝えることができるといっ

たレベルまで到達できるようになると例示されて

おりまして、地域で生活を送る上での最低限の日

本語は身につくものと期待しているところでおり

ます。 

●あおいひろみ委員  ぺらぺらすいようびの前

の授業はどういった内容の名前のクラスになるの

か、そちらも楽しみにしたいと思います。レベル

アップの内容については理解いたしました。 

 今回学習時間が大幅に増え、段階的かつ継続的

に学べるようになることは、外国籍市民が孤立す

ることなく、暮らしていく上で大きな助けになる

と思います。先ほど文科省の補助事業の活用につ

いても答弁があったところですが、国の補助を活

用するためには、地域や外国人の特性等に対応し

た教育プログラムを構想し、地域内の日本語教室

への指導・助言などを行う地域日本語教育コーデ

ィネーターを配置することが必須の要件とされて

います。この地域日本語教育コーディネーターは、

日本語習得のカリキュラムを策定することだけが

役割になるのではなく、これまで地域で熱心に活

動をされてきたボランティア教室等の市民活動団

体をはじめ、大学や企業などの地域の様々な関係

機関と連携・調整する役割もあると認識しており、

事業を推進するに当たり、核となる存在だと考え

ています。 

 そこで、三つ目の質問ですが、今回配置する地

域日本語教育コーディネーターは、具体的にどの

ような役割を担うのか、また、どういう人材を充

てるのか、考えを伺います。 

●烝野国際部長  地域日本語教育コーディネー

ターの役割と人材を充てるに当たっての考え方に

ついてお答えいたします。 

 日本語習得支援事業の実施に当たりましては、

令和８年度から、新たに日本語教育に関する事業

の企画立案などを担う地域日本語教育コーディネ

ーターを本事業の要として配置いたします。 

 このコーディネーターの具体的な役割といたし

ましては、基礎から継続してステップアップでき

るような教育カリキュラムの策定や開設する教室

全体の運営、学習者への日本語指導や習熟度を踏

まえた助言などが挙げられます。また、地域のボ

ランティア日本語教室等への助言等を行うほか、

さっぽろ外国人相談窓口や関係機関と連携し、本

市の日本語教育に関する課題やニーズを把握・分

析しながら事業の推進に努めてまいります。 

 委員ご指摘のとおり、コーディネーターは非常

に大きな役割を果たすため、その配置に当たって

は、日本語教育に関する専門的な教育を受け、日
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本語を教える体系的な知識・技能を有しているこ

と、さらに加えまして、多様な機関と連携・協働

し、日本語教育を通じた社会参加を促進するため

の活動に関しても、豊富な経験と高度な専門性を

有していること、そういった人材を確保したいと

いうように考えているところでおります。 

●あおいひろみ委員  外国籍の方も、それから

コーディネーターの方も互いに助け合って、より

よい札幌市になっていけるといいなと思いました。 

 最後に、要望を述べさせていただきます。 

 家族も含めた地域社会で生活する一員として、

地域コミュニティーへの関わりへのフォロー策を

進めていくためには、単なる日本語学習の支援に

とどまらず、そこからいかに地域社会とのつなが

りを構築していくかが非常に重要となります。 

 外国籍市民が地域で孤立することなく、我々、

日本人市民とともに安心して暮らせる多文化共生

のまちを実現するためには、地域における交流を

通じた相互理解が不可欠であります。ついては、

今回配置される地域日本語教育コーディネーター

を通じて、外国籍市民と地域との交流を積極的に

進めていただくよう要望し、質問を終わります。 

●ふじわら広昭委員  私は、人事評価制度の適

正な運用について、質問いたします。 

 最初の質問は、人事評価結果の開示状況につい

てです。 

 私は、昨年第３回定例会の決算特別委員会で、

技術職員の離職傾向に触れつつ、上司と部下の職

種が異なる場合であっても人事評価が公正に行わ

れ、職員の納得感を高められるよう、苦情相談制

度の運用を含め、今後どのように取り組んでいく

のか質問しました。 

 その際、職員部長から職種にかかわらず、所属

長が一人一人の職員の仕事ぶりを丁寧に把握し、

職員の強みや課題をフィードバックすることで、

部下との信頼関係を築くことが極めて重要である

との答弁がありました。公正な評価とそれに基づ

く適正なフィードバックが重要であることは言う

までもありませんが、そのためにはまず、職員自

身が、自分がどのように評価されているのかを知

ることのできる環境が確保されていなければなり

ません。 

 札幌市の人事評価制度における評価結果の開示

の仕組みを振り返りますと、17年前の2009年、平

成21年度に課長職以上の希望者及び下位評価者に

対して開示制度が開始され、その後、2021年度に

対象が係長まで拡大、そして2023年度になってよ

うやく一般職も対象となりました。これにより、

制度上は全職員が希望すれば、自身の評価結果を

知ることができる状態になったわけでありますが、

現場の声を聞きますと、本来は開示を希望してい

ても、開示請求をすることで評価者である上司に

不満があると思われるのではないか、職場の人間

関係に影響するのではないかといった懸念から、

申請をちゅうちょする職員も少なからず存在して

いるのではないかと推察しています。 

 2025年度の10代から30代の若年職員の退職数見

込みを確認したところ、96名とのことであり、

2024年度の114名からは微減しておりますが、こ

こ数年、高止まりをしている傾向に変化はありま

せん。こうした若年職員の退職理由については、

様々な要因があることは理解していますが、この

人事評価制度の透明性に対する不満も一因ではな

いかと推測しております。 

 そこで質問ですが、制度の現状について伺いま

す。職員から人事評価結果の開示請求があった場

合にどのように対応するのか、まず伺いたいと思

います。また、一般職も開示対象となった2023年

度以降、実際に評価結果の開示を受けた職員数の

推移とその受け止めについて、まず伺いたいと思

います。 

●保木職員部長  人事評価結果の開示申請の対

応と開示件数の推移、そして、その後のその受け

止めについてお答えをいたします。 

 まず、人事評価結果の開示申請があった場合の

対応についてでございますが、職員から開示申請
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があった場合、１次評価者が評価結果を開示する

こととしております。一般職、係長職であれば、

課長職が開示通知書を交付するとともに、本人の

希望に応じて面談を実施しております。なお、開

示を受けた職員が評価結果に納得ができないとい

った場合には、相談窓口に申出を行うことができ

ることとなっております。 

 次に、人事評価結果の開示の件数の推移、そし

てその受け止めについてですが、係長職以下の開

示件数は、令和５年度が849件、令和６年度が995

件、そして令和７年度は1,003件であり、対象者

に占める開示率としては、令和７年度が約8.4％

と、１割未満で推移している状況にあります。 

 昨年４月に実施をいたしました人事評価に関わ

る職員意識調査の結果では、特に25歳から39歳ま

での若手中堅層では、半数以上の職員が評価結果

の原則開示を望むと回答しております。それにも

かかわらず、実際の開示率は１割にも満たないと、

そういった現状は、開示を希望しながらも申請を

ちゅうちょしている、そういった職員が一定程度

いるのではないかと、そういうことの表れである

のではないかと推察をされます。 

 まずは、現行制度の中で開示申請に伴う職員の

心理的な負担感を軽減できるよう、制度の周知や

環境づくりをより一層進めていく必要があると認

識しております。 

●ふじわら広昭委員  今の答弁では、若年の開

示を求める人の中でも、やはり多くの人が望んで

いるけれども、なかなか現状としては少ない数の

開示を求める状況となっているということであり

ました。 

 これは冒頭で申し上げたように、やはり非常に

ためらっているわけでありますね。そういう疑問

を持ったり、悩みながら仕事をしていても、必ず

しもいい方向には結びつかないと思うわけであり

ます。 

 そういう意味では、この評価の在り方というこ

とも問題になるわけでありますけれども、次の質

問は、適正な評価を行うための研修の実施状況に

ついて伺います。 

 開示率が１割未満にとどまっている現状と潜在

的な開示を希望する職員のニーズとの間に乖離が

生じていることについては、今の答弁でも明らか

になりました。職員が負担を感じることなく、評

価の開示を受けられる環境を整えることはもちろ

んでありますが、その前提となる評価そのものが

適正かつ公正であるべきことは言うまでもありま

せん。以前の質疑でも触れましたが、上司の好き

嫌いなどの主観によって、ゆがめられた評価では、

開示することでかえって不信感を招くことにもな

りかねません。その意味で、評価者の心構えや評

価スキルを高める研修などの取組は極めて重要と

考えます。 

 そこで質問ですが、評価者が適正な評価を行う

ために、どのような研修を実施しているのか伺い

たいと思います。 

●保木職員部長  適正な評価を行うための研修

の実施状況についてお答えをいたします。 

 人事評価の適正さを保つためには、評価者が制

度について熟知した上で、被評価者の日常の仕事

ぶりをしっかりと把握し、評価基準に照らして評

価を行う必要があると考えております。そのため、

新任課長職を対象として評価の基本ルールや心構

えを習得するための動画研修を着任早々に受講し

てもらうとともに、より実践的な能力を養うため

の対面研修を１年目と３年目の課長職を対象に実

施しています。 

 この対面研修は、札幌市の人事評価制度を体系

的に学ぶ講義のほか、具体的な事例を用いた模擬

評価を行うグループワークなどを盛り込んでおり

まして、より実践的な評価スキルの習得に重点を

置いた内容としております。これらに加えまして、

定期評価時期に合わせた全評価者向けの研修動画

の配信を令和６年度から開始したほか、令和７年

度からは、対面研修にフィードバックの重要性を

学ぶ要素を追加するなど、評価者のスキルの向上
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に努めております。 

●ふじわら広昭委員  研修の内容について、答

弁がありましたけれども、やはりこの評価をする

際には、札幌市の人事評価制度の規則を見てみま

すと５段階で評価をしていると思うわけでありま

す。事前の資料も求めますと、こうした１年目と

３年目の課長さんには半日程度の研修ということ

であります。時間をかければいいということでも

ありませんけれども、やはりもっと実態に即した

ような形で、今後も研修を充実していただきたい

と思います。 

 次は、全職員に対する人事評価の評価結果の開

示についてです。様々な研修を通じて、評価者の

レベルアップを図っているとのことでありました。

しかし、どれほど評価者が研さんを積んだとして

も、評価結果が本人に伝わらなければ、職員は自

分の課題に気づくことも、成長につなげることも

できません。適正な評価が行われ、職員がその結

果に納得感を持ち、自らの成長につなげるために

は、まず評価結果を知り、もし評価に疑問があれ

ば評価者である上司と胸襟を開いて対話をする、

それでもなお納得がいかなければ、人事部門に対

して苦情相談を行う、こうした一連のプロセスが

健全に機能する環境が必要です。 

 そのためには、職員からの申請を待つのではな

く、組織として全職員に対して、人事評価結果を

開示することこそが人材育成と組織の風通しのよ

さにつながる出発点になるのではないでしょうか。 

 そこで質問ですが、現在の希望開示制度を改め、

全ての職員に対して、人事評価結果を開示する方

向にしていくべきだと考えますが、いかがか見解

を伺います。 

●保木職員部長  全職員に対する人事評価結果

の開示について、ということでございました。 

 評価結果を原則開示とすることにつきましては、

若手中堅の職員からは支持する声が多い反面、管

理職や年齢の高い職員からは、評価結果を知るこ

とによるモチベーションの低下を不安視する、そ

ういった声もありまして、意見が分かれている現

状が職員意識調査から明らかになっております。 

 一方で、同調査においては、評価結果の開示を

受けた職員のうち、上司から十分なフィードバッ

クを受けた職員ほど、人事評価に対する満足度が

高くなるという顕著な傾向も確認をされておりま

す。 

 現在、進めている人事評価制度の見直しでござ

いますけれども、こうした調査結果に加えまして、

先行する他都市の状況等も踏まえながら、人事評

価を原則開示とする方向で、その在り方を含めて

多角的に検討を進め、職員が納得して成長を実感

できる人事評価制度を実現してまいりたいと考え

ております。 

●ふじわら広昭委員  答弁では、基本的に全面

開示する方向で、様々な角度から課題の検討をし

ていくということでありました。 

 私も政令市20都市、札幌市も含めて、この人事

評価制度がどのようになっているのか調査をいた

しました。その結果では、一部対象外というのも

あるんですけども、札幌以外は、基本的にはもう

全面開示している政令市がほとんどとなっている

わけであります。 

 そしてまた、札幌市では先ほども申し上げたよ

うに、一般職までにこの対象を広げるのにかなり

の時間がかかっておりますけれども、他の政令指

定都市では、もう少なくとも10年前、平成16年か

ら平成28年までにこの導入をして、その都度、見

直しもされておりますけれども、全面開示がもう

基本となっているわけであります。そういう意味

では、私は早くこの取組をしていかなければなら

ないと思うわけでありますけども、その見通しに

ついて、いつ頃、これが導入できると検討を進め

ているのか、この点について伺いたいと思います。 

●保木職員部長  人事評価結果を開示する時期

の明示というか、時期をいつ頃にするのかという

ことなんですけれども、自らの仕事がどのように

評価されているかということを知ることは、職員
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が自らの強みと課題に気づいて、成長していくた

めの基盤でありまして、その意味で、原則開示と

移行することは、次世代の職員を育成し、組織力

を高める上で重要な取組だと考えております。 

 原則開示というのが真に職員の納得感や日々の

業務への意欲向上につながるためには、ただ結果

を通知するだけではなくて、評価者と被評価者に

よる対話の充実が不可欠でありまして、拙速に進

めて、かえって現場の意欲をそぐことのないよう

に、評価者のスキルの向上を含めた土壌づくりを

しっかりと進める必要があると考えております。 

 そのため、現時点において具体的な導入時期を

明言するということはできないんですけれども、

ただ、我々としても早期に実現したいと考えてお

りますので、スピード感を持って進めてまいりた

いと考えております。 

●ふじわら広昭委員  要望を申し上げて、質問

を終わりたいと思います。 

 他の都市の事例については、先ほども申し上げ

たわけでありますけれども、やはり札幌市として

も、逆にこの開示をすることによって支障を来す

というような部長の答弁もありましたけれども、

他都市に調べた限りでは、そういうことはあまり

調査の内容としては回答がありませんでしたので、

必ずしもこれを、制度を快く思っている職員全て

ではないとは思いますけれども、しっかりとした

対応が必要だと思うわけであります。特に、その

メンタルヘルスの対象となっている方ですとか、

そういう方々にはある程度の配慮が必要ではない

かと思うわけであります。そしてまた、５段階の

評価の中で、いいところとか悪いところというよ

うな視点ではなくて、表裏一体ではあるんですけ

ども、やはりご本人の強いところ、そしてまた、

ちょっと弱いところ、そういう角度から視点を当

てて評価していくということも私は、大事ではな

いかなと思うわけであります。 

 市政の運営には多様化する市民ニーズに的確か

つ柔軟に対応しながら、よりよい行政サービスを

提供していくことが求められております。そのた

めには、時代の変化に的確に対応し、職員の能力

を最大限に活用することが組織マネジメントを行

う上で、非常に重要となってきているところであ

ります。そういう意味では、この間、札幌市では、

人事評価制度のシステムについて、平成24年、

2012年頃にシステム化したと思います。令和元年、

2019年頃に、この人事給与システムにこの評価シ

ステムを取り入れてきていると思うわけでありま

す。 

 そういう過程の中で、そしてまた現在は、ＮＥ

ＷＳネットからもこうした情報がしっかりと検索、

接続できる対応をしていると思うんですけども、

やはりこういう幾つの節目のところに、全面開示

に向けての課題をクリアする時期があったわけで

ありますけれども、こうしたことが十分に生かさ

れていないと。 

 ぜひとも、また次期の決算委員会の中でもこの

問題を取り上げていきますので、ぜひともその時

点には、ある程度の目標年次を定め、しっかり対

応できるような準備、検討を進めていただくこと

を求めて、質問を終わります。 

●わたなべ泰行副委員長  以上で、第１項 総

務管理費中、総務局関係分等の質疑を終了いたし

ます。 

 ここで、理事者交代のため、委員会を暫時休憩

いたします。 

―――――――――――――― 

休 憩 午後１時34分 

再 開 午後１時36分 

―――――――――――――― 

●わたなべ泰行副委員長  委員会を再開いたし

ます。 

 次に、第２款 総務費 第１項 総務管理費中、

デジタル戦略推進局関係分の質疑を行います。 

●荒井勇雄委員  私からは、ＤＶ支援措置制度

の正当性について、お伺いしたいと思います。 

 私は、過去に国会で度々取り上げられたＤＶ支
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援措置制度の悪用による同意なき連れ去り、一方

の親の独断での子どもの住民票移動を取り上げて

まいりました。 

 昨年10月、第３回定例市議会の決算特別委員会

の質疑にて、ＤＶ虚偽申告に対し、民法第５条に

基づく取消権が実質的に保障されない、脆弱な運

用実態にあることを指摘させていただきました。

支援措置をかけられた側は、当然、居所を完全に

秘匿されるため、居場所や通学先ですら分からず、

手紙１通送れない状況となります。特に係争中の

家庭では、行政の手で一律に親子の縁が切られて

いるという現実があります。また、法的な加害者

認定がないにもかかわらず、学校や児童相談所の

現場では危険人物として扱われ、客観的な事実関

係がないまま、社会的冷遇を受けることになりま

す。さらに、我が子を探す親の居場所を確認しよ

うとする行為自体が、法的に接近禁止対象へと判

断されます。住民票等の制限に加え、教育、医療、

学校行事といった、親として知るべき最低限の情

報すら把握できなくなり、子の成長を見守る権利

が否定されております。結果として、面会制限や

連れ去った勝ちの既成事実化を助長している状況

にあります。反論の機会すら与えられず、突然、

子を失うことで、うつ状態や孤立、就労困難に陥

るなど、また、場合によっては自死に至るなど、

対象親への深刻な二次被害、経済的損失が指摘を

なされております。 

 これらの行政による権利剥奪は、憲法上、適正

な手続や改正民法の理念に反するとして、現在、

全国の議会で是正を求める声が上がっております。 

 実際に起こった事例として、相手方にＤＶの事

実がなく、住所も既に知っている状況でしたが、

不当な加害者扱いにより子どもの学校行事に参加

できず、また離婚調停にも支障が出ました。なお、

当該自治体では、これを悪質な目的外利用と判断

し、措置を終了されております。このように何が

事実なのかをしっかり確認し、相手方があらぬ疑

いをかけられ、加害者にさせない判断を行ってい

る自治体もございます。 

 そこで、お伺いします。 

 決定した支援措置に対し、後に裁判でＤＶの事

実は虚偽であったと認定された場合、本市として

どのような対応をするのかお伺いいたします。 

●朝倉スマートシティ推進部長  支援措置を決

定したＤＶの事実が虚偽であったと裁判所で認定

された場合における市の対応についてです。 

 ＤＶの事実が虚偽である旨、裁判で認定された

場合、裁判で虚偽と認定された事実が支援措置決

定の原因となったＤＶの全てなのか、あるいは一

部の事案に限定されたものなのか、内容を精査す

る必要があること。また、過去のＤＶの申出の全

てが虚偽であったとしても、現在の支援等の申出

者の状況が分からないことなどから、裁判で認定

されたことのみをもって、支援措置を終了するこ

とにはならないものと考えます。 

 本市が支援措置決定した案件において、裁判所

の判断を承知した場合には、判決内容の精査のほ

か、当該支援措置の申出人に現在の状況を確認し

たり、相談機関に対し、追加で意見を求めるなど

して、支援措置を終了するか否かの判断を行うも

のになると考えております。 

●荒井勇雄委員  ご答弁ありがとうございます。 

 しかしながら、今のお話をお伺いしている限り

でも、一方の申出で下りてしまう、それが虚偽で

ある場合もあり得るわけですから、やはり制度と

して欠陥が存在するんじゃないかと思う限りでご

ざいます。 

 本来、この制度は、被害者の生命・身体の安全

を最優先に確保するためのものでございます。し

たがって、ＤＶ支援措置はそれをもって直ちに加

害者と認定するものではなく、切迫した事情を鑑

みた緊急的な措置であると改めて考えます。 

 この迅速な保護を優先するという仕組み自体を

私は、否定する気は毛頭ございませんが、しかし

ながら、時として制度の趣旨をゆがめる結果を招

いているのも確かでございます。制度の信頼性を
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保ち、真に助けを必要とする被害者を確実に守る

ためにも、虚偽の申告によって支援措置が講じら

れ、相手方は正当な理由なく、加害者のレッテル

を貼られるといった制度の悪用は断じて許される

べきでないと考えます。 

 そこで、質問です。 

 虚偽のＤＶ申告による支援措置の悪用を防止す

るため、札幌市として、現在行っている対策はな

いのかお伺いいたします。 

●朝倉スマートシティ推進部長  虚偽ＤＶの申

告による支援措置の悪用を防止するため、札幌市

として現在行っている対策についてです。 

 ＤＶ等支援措置の申出を受け付けている区戸籍

住民課では、国が定める事務処理要領に基づき、

警察等の相談機関からの意見を確認し、支援決定

を行っております。一方で、虚偽ＤＶの申告によ

る支援措置を悪用した事例を報道等で承知してお

りますことから、札幌市では、令和７年２月から

住民基本台帳事務における支援措置申出書の様式

に、申出内容が事実と異なる場合は、相手方から

損害賠償請求などの責任を問われる可能性がある

と記載し、制度の適正な利用を促しているところ

でおります。 

●荒井勇雄委員  ご答弁ありがとうございます。 

 さて、４月１日より、子どもの権利と健全な養

育を守るため、父母間の尊重協力義務を盛り込ん

だ離婚後の選択的共同親権の民法改正が行われま

す。当然、婚姻中は親権を共同で行使できますが、

現行、我が国においては単独親権下であり、単独

親権下では、親権を単独で指定しなければならな

いため、親同士の親権を是が非でも勝ち取るため

に子どもの連れ去りが横行いたします。この親権

を勝ち取るために最も悪用されやすいのが、本制

度、ＤＶ支援措置制度であります。その上で、先

ほど札幌市としての対策、令和７年２月から支援

措置の様式に、実際に、これは虚偽であった場合

に、相手方から損害賠償を訴えられるというよう

な文言追記に関しまして、私としては大変評価を

させていただきたいと思います。これがぜひ、全

国の自治体に広がっていただいて、こういった虚

偽の申告に対し、一つでも足かせになるような、

歯止めになるような文言として、大変有効と考え

ております。 

 最後に要望になりますが、このような悪用を防

ぐためにも、一定期間内に客観的な証拠の提出を

求めるですとか、あるいは警察の捜査状況を確認

するなど、この制度の不備を、ぜひ札幌市として

も、私からも実際行いますが、国、総務省に求め

ていただきたいと要望を申し上げて、私の質疑を

終わらせていただきます。 

●伴 良隆委員  私は、１項目行政情報のデジ

タル化について、質問させていただきます。 

 本日は、出席要請、保健福祉局西村総務部長、

どうもありがとうございます。 

 それでは、順次質問に入ってまいりますが、こ

の質問を思いついたのは、私自身のせいでござい

まして、特定健診、とくとく健診、皆さん、受け

ていただいていますね。いつもせっかく送ってい

ただいている受診票を毎回なくすんです。それは、

私は書類を積み上げていってしまうタイプなもの

ですから、私が悪いんです。 

 ただ、それをさらに国保の部門に電話して、ま

た再発行してもらうということで、返ってきたお

言葉が、今、メールでそれを通知することできま

す。つまりメールで忘れたと、なくしたと書けば、

それをまた送り返しますとおっしゃっていただい

たので、それはもしかして、メールを見て、また

それを紙で発行するという意味ですよねと言った

ときに、ちょっと、多分苦笑いされて、そうです

という話だったと思います。 

 これは、郵便料金は恐らく１通170円か270円、

行政でかかっていると聞いていますけれども、私、

本当に申し訳なかったんですが、でも、こういう

ふうに物をなくすのも悪いんですけれども、紙で

送られてくるということで、特に高齢者の方々な

んかも苦労されていらっしゃる方もいるんじゃな
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いかなと思っております。 

 少なくとも、今日はデジタル戦略推進局ですか

らお察しのとおり、私はこれをいわゆる一気通貫

のデジタル化はできませんかということを、改革

推進室の方にちょっと別の打合せがあったので聞

いたんですね。そうしたら、あっ、それ伴さん、

どうぞデジ局のほうと話もしたらどうでしょうか

ということだったのでございます。でも、これは

機構改革ももくろんでいた、恐らく、改革推進室、

これはやはりデジ局、今日の最後の質問を加茂局

長に差し上げますけれども、デジ局のほうから改

革に入っていくというのが、これは非常にやりや

すいだろうなと思っています。 

 たかが、とくとく健診の紙、しかし今日はおか

げさまで質問に結びつきましたので、順次質問を

させていただきます。 

 先ほど申したように、紙が悪いわけじゃないん

ですけれども、果たして本当に市民サービスとし

て今の時代に合っているのかどうかと思います。

個人のスマホ保有率、総務省発表では８割超えと

いうことでございます。 

 そこで質問でありますが、デジタル戦略推進局

は、札幌市としてどういう考えの下、ＤＸを推進

しようとしているのか、また具体的にどのような

取組を行っているのか伺います。 

●朝倉スマートシティ推進部長  札幌市におけ

るＤＸの考え方と具体的な取組についてお答えい

たします。 

 本市では、昨年３月に策定した第２次札幌市Ｉ

ＣＴ活用戦略において、誰もが最適なサービスが

受けられ、デジタルの利便性が実感できる、人が

中心のデジタル変革を実現していく考えを基本理

念として取組を進めているところです。 

 この人の最たるものは、当然ながら市民であり、

デジタル技術で便利になったと感じてもらうため

には、例えば、区役所に行かなくても手続ができ

たですとか、窓口でも手続が早く終わったという

変革が必要と認識しております。この実現に向け

ては、現在、オンライン申請の拡充や窓口支援シ

ステムの導入の検討を推進しているところでおり

ます。また、生産年齢人口の減少から、行政も民

間企業もＡＩを活用するなどして生産性を向上さ

せ、生み出した余力をサービス利用者に寄り添っ

た対応や、創造的な仕事などに振り向けることが

重要と認識しております。 

 本市の業務においても、職員が事務作業におい

てＡＩを利用し始めたほか、企業等と連携し、Ａ

Ｉを活用した市民サービスの実証実験などを行う

例も出てきたところであり、デジタルの力で住み

やすい札幌のまちにすることを目指しているとこ

ろでおります。 

●伴 良隆委員  朝倉部長、ありがとうござい

ます。 

 デジタルの力で住みやすい札幌という言葉でご

ざいます。意義深い言葉がこの時代だからこそ受

入れやすくなってきました。そして、ＩＣＴ活用

戦略の第２次のほうでは、そこまでＡＩというも

のは書かれてはいませんけれども、今ＡＩという

ものは急速に出てきています。 

 私は一昔前、子ども未来局で、詩梨ちゃんの事

案もあったので、いろいろな相談窓口があるけれ

ども分かりにくいというか、ダイヤルもいっぱい

あるし、確かにいろいろな網にかかってという意

味では窓口がいっぱいあるのはいいことなんです

けど、どこの窓口へ行ったらいいか分からないと

いうこともあるし、大通の別館に来てくださいと

いうところも、そういうのもどうなのかなと思っ

て、答弁をつくっていただいたときに思っていた

ときもあります。 

 やはり今、お困り事というのは先ほど申したよ

うに、スマホ、そしてワンタッチワンスクロール

ということで、助けてということもＡＩが読み取

っていくということの時代でもございます。 

 そこで、窓口業務とまで言いませんけれども、

本当に困った人が、そこにヘルプというものがど

う迅速に伝わるかということ、これは非常に大事
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なことだと私も思っておりました。 

 後ほど西村部長にもお伺いしますけど、その前

にデジタル戦略推進局としてＡＩというものにつ

いて、きちっとした概念というものが進んでいく

のが早いので、ちょっと１回立ち止まってどうい

う考えか伺いたいと思います。 

 質問になりますが、デジタル戦略推進局として、

札幌市におけるＡＩの活用について、どう考えて

いるか確認します。 

●岩田行政ＤＸ推進室長  札幌市におけるＡＩ

活用についてお答えをいたします。 

 ＡＩを適切に活用することは、業務の効率化・

高度化を実現し、将来にわたって行政サービスを

維持・向上させるための有効な手段の一つである

と考えております。 

 一方で、ＡＩには入力した情報がＡＩの学習に

使われて流出する可能性や事実と異なる回答を生

成する技術的な課題、また、行政の判断の根拠や

基準がＡＩ任せになるのではといった市民の懸念

を招くおそれもあると考えております。 

 このため、札幌市が現在導入しているＡＩサー

ビスにつきましては、情報の保管場所が適切か、

学習に使われないかといったセキュリティー対策

を確認しており、さらにＡＩをうのみにせず、回

答に対して職員が必要な修正を行い、最終判断を

下すなど、市民の信頼を損なわない運用を徹底し、

全庁のＡＩ活用を推進しているところでおります。 

●伴 良隆委員  まさにＡＩもそうであります

が、デジタルというのは手段であり、目的ではな

いということだと思います。ただ、ＡＩというの

がまさに人工知能と言いますが、これは急速に進

んでいます。 

 これと主に対峙するのが、先ほど総務局でも出

ていましたけど、人でなければならないという、

このせめぎ合いがこれからあると思います。どう

活用するかということだと思います。 

 福祉の分野は、エッセンシャルということで、

必要不可欠な分野という部分であります。やはり

人の手というオペレーションというのは極めて重

要だし、特に、このメンタルの部分が入ったとき

に、ＡＩも相当勉強してくると思うんですけれど

も、やはりこの人間の手で見立てをしていくとい

うことは極めて重要なものだと思います。 

 ただ、先ほどのように、窓口業務で、はい、何

番の方、何のお困りですかみたいなことでは、な

かなか救えないような福祉、あるいは、命という

ものもあろうかと思います。 

 そこで、今日は保健福祉局の西村部長にいらし

ていただきましたけれども、ウェルネスの担当部

長でいらっしゃいましたけども、今、実証実験を

始めるとされていますが、保健福祉局でのＡＩを

活用した市民向けの相談窓口、札幌市ＡＩお悩み

相談の実証実験、これは保健福祉の分野で相談に

来られた方、サービス利用者に寄り添った丁寧な

対応ももちろん必要だと思いますし、私は教育部

門にいろいろなご相談、クレームを含めて親御さ

んたちから来て、学校現場も疲弊しています。 

 これは第三者機関やこういうＡＩというものを

活用して、一旦いろいろなものの仕分をしていく

ということも今後は大事だと思っています。仕分

というのは、重要度とか危険度を見極めていくと

いう意味ですね。ですから、これについて非常に

私は興味を、関心を持っております。 

 そこで伺いますが、ＡＩを活用した相談窓口の

実証実験について、ＡＩ活用に伴う懸念点に対し

て、どのように対応し何を目的として何を検証さ

れるのか伺います。 

●西村保健福祉局総務部長  ただいま、ご質問

にございましたＡＩを活用した市民向けの相談窓

口についてお答えいたします。 

 今月から実証実験を開始いたしました札幌市Ａ

Ｉお悩み相談は、少子高齢化が進み、家族や地域

におけるつながりが希薄化する中で、札幌市にお

ける孤独・孤立対策事業として、分野や属性を問

わず、幅広い市民を対象に実施するものでおりま

す。 
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 実証実験に用いるＡＩは、心理学的配慮を組み

込んだ設計ですとか、臨床心理士等の監修により、

傾聴・共感に特化した機能を持っておりまして、

これはＡＩが解決策を提案するのではなく、相談

者の話を聞き、対話の中で気持ちの整理やネガテ

ィブ感情の軽減を促すものでございまして、今回

は、こうした特性やセキュリティー面も含めて確

認した上で、事業開始の判断をいたしたところで

おります。 

 事業の目的についてでございますが、対面や電

話での相談にハードルを感じている方でも、時間

や場所を問わず、匿名で気軽に相談できる体制を

整えることで、これまで相談につながりにくかっ

た方へのアプローチや悩みの深刻化の防止につな

げたいと考えております。 

 実証実験後の検証でございますが、相談者の属

性や相談内容、相談につながる時間帯等について

分析をするとともに、ご利用いただいた方の声も

踏まえ、ＡＩ相談の需要や効果について見極めて

まいりたいと考えております。 

●伴 良隆委員  西村部長、これは強く指摘し

ますが、これはしっかりと検証していただきたい

と思います。 

 私は、この方向性、先ほど申したように声なき

声というもの、見えない状況というものをどうい

うふうにしていくかというときに、これは非常に

重要なことだと思うんですよ。 

 私が、子ども未来局にたしか問合せたのは二、

三年前だと思います。窓口に来てくださいという

答弁でしたけど、もう、こういうふうに進んでい

るんだなと思います。 

 ただ一方で、本当にＡＩで大丈夫かとか、セキ

ュリティーのお話が先ほど、ご答弁でありました

けども、セキュリティーももちろんそうです。そ

して控えているのは、やはり専門的な公認心理士

であるとか、児童福祉士もいらっしゃいますけど

も、こういった方々のまさに専らとしたなりわい、

プロですから、こういったところのアウトリーチ、

出口のところもどうするかということが極めて重

要なところだと思います。場合によっては、本当

に市民から必要な業務をＡＩに任せてとんでもな

いと言われかねないわけでおりますので、しっか

りまず検証をすると。 

 先ほどのようにフロントの面前に、相談にも来

られないような人たちをお相手しているという考

え方にもなりますよね。言ってみれば壁打ちをし

ていると。一人で壁打ちをするということになり

ますので、これは非常に重要な取組になるだろう

と思いますが、先ほど申したように検証は極めて

慎重にやっていただきたいと思っているところで

おります。 

 また、情報の管理でございますけれども、札幌

市民の属性というものがその中でデータとして残

ります。この情報管理もしっかりとされるように、

その辺の部分はいろいろと契約も含めて気をつけ

ていただきたいと思っております。 

 さて、今申したように、声なき声、そして、視

覚的に見えない悩みやこの病というもの、そうい

ったものの抱え込みがないようにやっていくとい

うのは、そもそも気づけないことを気づくように

していく。誰かの目で必ず止まるということでい

うと児童相談所の関係、プラットフォームを、ま

さにそうでありますけれども、こういったシステ

ムというものをつくっていくということは今後の

重要な課題だと思っております。これも私もまた

近々取り上げさせていただきます。 

 さて、福祉や教育という部門は、このＡＩとい

ったものも含めて重要だというお話もさせていた

だきました。 

 ただ、私が一番今困っているのは、とくとく健

診の受診票でございます。これを何とかしたい、

私もなるべく整理をする人間になりたいと思うん

ですけれども、この書類を積んでしまう私が郵送

による紙でなくて、国保でも質問をさせていただ

きましたが、受診勧奨も含めて、この受診票の送

付、何とかなりませんでしょうか。 
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 そこで、質問でございますが、現在デジタル戦

略推進局では、スマートフォンなどのデジタル機

器を活用した市民一人一人に向けた行政サービス

の取組として、どのようなことを検討しているの

か、期待を込めて伺います。 

●朝倉スマートシティ推進部長  デジタル機器

を活用した市民向け行政サービスの取組について

お答えいたします。 

 札幌市では、現在、ごみ情報や交通情報、災害

情報などについて、複数のスマートフォンアプリ

でそれぞれ提供しているところです。 

 一方で、他自治体においては、複数のアプリを

一つにまとめたいわゆるスーパーアプリを導入す

る事例が見られ、手続のオンライン申請をはじめ、

各種決定通知のデジタル化や給付金の支給、行政

情報の配信など、住民一人一人に合わせた様々な

サービスが提供されているところです。 

 本市においても、スーパーアプリを含めたスマ

ートフォンアプリの在り方として、マイナンバー

と連携した個人認証機能や利用者に応じた情報が

提供できる、いわゆるプッシュ通知機能といった、

アプリならではの機能を踏まえ、どの分野にどの

機能を実装するか、検討を進めているところでご

ざいます。 

●伴 良隆委員  ありがとうございます。スー

パーアプリというものをこれからつくっていくと

いう方向性を出していただきました。 

 皆様ご承知のとおり、ホームページは様々な部

署のホームページがあって、そして、ＬＩＮＥの

相談やＳＮＳ、そして、数々のアプリと非常に先

ほどいろいろなお客さんというか、市民の方々が

どういうデジタルツールを使って何で見ていくか

というのは、能動的に、主体的に見ていくという

こともありますけれども、要するに行政からのプ

ッシュということは受けですね。その方にとって

のキャラクターがいろいろ独自性がある。これを

プッシュ型で、私みたいに受診券をなくす人間に

はプッシュ型ですね。こういうことをやはりスー

パーアプリをつくっていただけるという方向性を

出していただきましたので、まさにその中でどう

実装していくのかということを、何のためにやる

のかということ、これはデジタルに追いつけ追い

越せじゃなくて、市民のためになるんだというこ

と。高齢者でいつも書類が山積みになっている方、

何とかスマホを使っていただいて、娘さんに使っ

ていただくのもいいんですけれども、そしてそれ

をプッシュ型で受信をできる、税の関係も分かる

ということを、ぜひやっていただきたいなと思っ

ています。 

 議会改革でもタブレット型にしましたけども、

この紙を希望する人には紙をということで、図書

行政でも、前田館長に質問しましたけど、識字力

のこともあるので、図書はやはり本、紙が私は一

番だと思っています。 

 ただ、必ずしもこの紙が全てでないということ

でありますけども、紙を希望する人には紙をとい

うことになります。しかし、逆にデジタルを希望

する人には、デジタルをというのも標語であって

もいいと思います。 

 そこで、この機会均等ということで、紙かデジ

タルかということで、デジタルに移っていること、

これ差別かと誤解をされる方がいると思うんです

けど、そうではないと私は思っています。機会の

均等というのはイコールということで言いますけ

れども、イコールというのは、同量とか同質、同

数のものを渡すという意味であります。 

 これが機会均等ということかどうかということ

なんですけども、エクイティーという言葉があり

ます。ご存じの方もいると思いますけども、エク

イティーというのは実質的な均等ということで、

個々の状況や背景に合わせて必要なサポートを調

整して、そして結果的に、公平性というものが保

たれていると、そこを目指すという考えがエクイ

ティーであります。この辺は今後のデジタルの行

政を進めていく中で、イコールではなくてエクイ

ティーと、機会の均等という意味はすごく大事な
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ことになるんじゃないかなと思っています。 

 一方で、行政であるからなかなか大変だと思い

ますけれども、これ振り切ることも大事だと思っ

ています。実質的に、今回議会のほうでもタブレ

ットに振り切りました。なかなか大変な部分もあ

りますけれども、例えば振り切っていく、そして

その中においてデジタルであることによって、そ

の努力した市民の方、デジタルであることによっ

て努力した、例えば、先ほどのように170円、270

円の郵送料がただになるわけですから、ほぼです

ね。ですから、そこに貢献をしたという方々、市

民に対しては、例えば、通常だったらかかる手数

料を減免するとか、そういうようなインセンティ

ブも、それも私はそれは差別ではなくて、機会の

均等ということだと私は思っています。その辺の

振り切り方も行革のほうとこれから組んでいくわ

けですし、内部努力もありますが、やはり市民に

対してもその改革というものをぜひ打ち出してい

ただきたい。そのときに一定の抵抗はあると思い

ますけれども、やはり時代に応じて便利になると

いうことを気持ちよく改革に乗れる、これが多分

ＤＸだと、デジタル部門だと思います。これをや

はり総務局マターでやっていくといろいろな抵抗

があると思います。でもデジタルというのは、や

はり便利になることは不幸ではなくて、便利なこ

とは絶対に幸せなはずなんですよ。そこをデジ局

がこれから旗を振っていただきたいということだ

と思います。これから改革はデジ局です。ぜひお

願いしたいと思います。 

 そこで、締めの質問になりますが、加茂局長に

質問をさせていただきます。 

 私はこういうふうに、この受診券をなくしてい

るので、必ずこれは何とかしてほしいということ

で、半年前、加茂局長に直談判をさせていただい

たところでおりました。いろいろと今各部長さん

から答弁をいただきました。そして、西村部長も

ご協力をいただきましたけれども、加茂局長に伺

いたいと思います。本当にこのデジタルデバイド、

デジタルがあることによっての格差というものは

もちろんあってはならないし、田園都市構想の中

でも、誰一人取り残さないと言っています。でも

それは、やはり目指すべきものだし、必ず便利さ

というものが幸せだと言い切ることができると思

います。ただ、いろいろな心配もあります。先ほ

どのＡＩのこともそうだし福祉のこともそう、だ

から、デジタル戦略推進局として、加茂局長に伺

いますが、今後、デジタル技術を活用した市民サ

ービスの向上に関して、どのような役割を果たし

ていくべきか、そのご本人のご所見を伺いたいと

思います。 

●加茂デジタル戦略推進局長  今後のデジタル

戦略推進局が果たすべき役割というような、ご質

問でございますけれども、先ほど、総務局の質疑

でも出てきたかと思いますけれども、委員も先ほ

どお話しされていたように、我々の行政ＤＸ推進

室と総務局の改革推進室、これを統合するという

ことになりました。私どもの行政ＤＸ推進室が担

っておりますこの市役所内部のＤＸ、これを進め

るに際しましては、デジタル技術の導入活用に先

立ちまして、まずやはり業務自体を見直すと、こ

れが必須でございます。ですから、庁内のその業

務改革、業務改善を担う改革推進室の業務とどう

しても重複感があった、これは私が着任当初から、

恐らく、先ほどの質疑でも前川議員も同じことを

おっしゃっていたかと思いますけれども、私も実

は着任当初から感じてはおりました。これを総務

局に寄せるのか、デジ局に寄せるのか、実はいろ

いろと内部でも双方で議論をした結果、このたび、

この重複感を解消しまして、効率化を図る組織統

合によって人員体制の強化というスケールメリッ

トを出していく、そういうことで、市役所内部の

ＤＸをさらに進めていこうということで、今回の

機構改革に至ったところでございます。 

 そんな中で、今後デジタル戦略推進局が果たす

べき役割でございます。まず一つは、今の話に関

連しますけれども、その総務局の行政改革・ＤＸ
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推進室、これが先導して進めていくことになる、

その業務改善を伴う行政ＤＸ、この進捗を我々も

常に中身を把握しながら、そこに適切なデジタル

の仕組みを導入していく、そのサポートを行って

いく、これがまず、我々の役割として一つあるだ

ろうと思います。 

 そして二つ目としては、先ほど来、伴委員がお

っしゃっておりますように、そのスーパーアプリ

でありますとか、電子通知、こういった市民の利

便性向上に大きく寄与するようなデジタル技術、

ここについては個々の部局で対応するというのは

非効率でありますし、また財政的、人的にも不可

能でございます。こういったものの導入を我々が

進めて、そのプラットフォームを各局に提供し、

活用の方向性を目指していく、こういうことが

我々の仕事として、役割として大切であろうと思

っております。 

 伴委員のほうから、とくとく健診という具体的

な事業名がございましたけれども、身近なお知ら

せ、手続のデジタル化、ここにつきましては、

我々も電子申請から電子通知まで、これを一気通

貫で完結できる、こういった仕組みの土台づくり、

これはその市民の利便性向上はもとより、各部局

の業務効率化、経費節減につながるというもので

ございますので、これは積極的に実現に向けて歩

みを進めてまいりたいと思っております。 

 デジタル技術は手段であって目的ではないと、

先ほど伴委員もおっしゃいましたけれども、私も

常々そう考えているところでおります。利便性向

上なのか、業務効率化なのか、職員の負担軽減な

のか、様々な理由がございます。複合的になって

いる場合もございます。こういった実施目的を常

に明確化し、進めるということはもちろんでおり

ますけれども、そのデジタル化を進めようとする

と、例えば、各種の規定に引っかかってしまうと

か、あるいは電子通知であれば、相手にその通知

する形式がいろいろ変わってしまっていたりしま

すので、受け手側にどういう影響があるか、そう

いったこともしっかりと認識しながら、そういっ

た事柄の解決のめどをつけた上で、どうデジタル

技術を導入していくかということを、これがこう

いったことの我々コーディネーターの役割を果た

していかなければならないんだろうと思っており

ます。デジタルの力でどんな行政課題、これを解

決していくかということを日々思考を巡らせなが

ら、新年度以降も、引き続き局長として取り組ん

でまいりたいと思っております。 

●伴 良隆委員  加茂局長、本当にどうもあり

がとうございました。 

 私の困り事からこんな大きな話まで、質問にな

ってしまったので申し訳ないんですけども、前半

の答弁は、なぜか前川委員ばかり見ていたので、

ちょっと寂しかったんですけども、みんな同じ考

えで進んでいくという意味では非常に大事かなと。

内部努力とそしてまた外への部分ということでい

うと、大事だなと思っています。１人でも多くの

理解者を増やしていく、市民を増やしていくとい

う意味でも大事かなと思っています。私はリード

という言葉を使いたかったんですけど、コーディ

ネーターということで、少しやんわりとされたと

思いますが、私は牽引役になってほしいと思って

はおります。先ほど一気通貫ということもありま

したけれども、申請から通知までということでお

話がありました。行革の部門に私が最初に声をか

けたというのは、もちろんちゃんと理由があるん

ですよ。それで白石財政部長もいらしていますけ

ど、これは市民のこのサービスアップということ

が極めて重要です。それは多分市民のサービスア

ップになると思うんですけれども、例えばこれ、

今後進めていくと、当然、先ほど前川委員がまさ

におっしゃっていただいた区役所の関係である、

その区役所の機能になると、当然ハードの整備に

なる。区役所の機能から区役所整備、どういう機

能が必要で、必要ではなくなるか、そのときに機

能とスケールと位置ですね、場所性というものが

問題となってくると。そうなると、今までのよう
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な区役所整備の大きな予算のパイではなくなって

くるわけですよね。もっというと経済効果も生ま

れてくるかもしれない。民設民営であるかもしれ

ない。そういうことも含めて考えていったときに、

では、これは何の改革なんですかということにな

る。これは加茂局長が言う、やはり改革だと私は

思います。市民のサービスアップも、行かない区

役所ですか、市役所ですか、場所も含めて。だか

ら、そういう意味では、非常にこのデジタルとい

う世界が私もまだかんで間もないので、素人に近

いんですけど、本当に重要なことだなと思ってい

ます。つまり、デジタルは、これは財政投資の抑

制であり、財政規律であり財政改革だと、一つ飛

びに言えるのかなと思っております。いずれにし

ましても、とくとく健診であります。国保の部門

には、この質問をさせていただくときに、この件

をお話しさせていただくことは事前におわびして

おります。本当に、これからこのスーパーアプリ

というものが何のために、どんな内容で実装して

いくのかということを、しっかりと見守りたいと

思います。どうもありがとうございました。 

●森 基誉則委員  私からは、ただいまの伴委

員に対する最初の答弁でも出てきましたが、窓口

支援システムの導入について、質問をさせていた

だきます。 

 我が会派では、従前より区役所戸籍住民課窓口

の利便性向上と、職員の業務負担の軽減のために

は、区役所窓口のＤＸが不可欠であると主張して

まいりました。しかし、ＤＸを進める前段として、

業務の整理や見直しを十分に行うことも必要だと

考え、これまで戸籍住民課におけるアナログＢＰ

Ｒの取組について、予算特別委員会及び決算特別

委員会の場で取り上げてきました。その答弁にお

いて、申請書様式の統合や事務処理手順の効率化

を図るなど、現場目線の業務改善を着実に進めて

いる旨の説明がありました。また、先般の決算特

別委員会では、区役所窓口ＤＸの今後の展望で、

窓口支援システムの導入による効果について精査

しているとの答弁もあり、このたび、窓口支援シ

ステムの導入に向けた予算案が示されたところで

す。これまで区役所窓口のＤＸの必要性を訴えて

きた我が会派の主張が実を結んだと感じていると

ころですが、窓口支援システムを既に導入してい

る自治体の一部からは、窓口での受付時間が長く

なったというような、少し気になる声も聞こえて

きたところです。したがって、システム導入に当

たっては、しっかりと検証しながら進めていく必

要があり、今回モデル区を設定し、試験導入をす

ることは理解します。しかし、気になるポイント

も少々出てきましたので、順次伺っていきます。 

 まず、モデル区ですが、さきの大都市税財政制

度・ＤＸ推進調査特別委員会において、豊平区と

することが示されました。 

 そこで最初の質問です。 

 窓口支援システムの導入に当たって、どのよう

な検証を見据え、モデル区を選定したのか、伺い

ます。 

●朝倉スマートシティ推進部長  どのような検

証を見据え、モデル区を選定したかについて、お

答えいたします。 

 モデル区では、導入するシステムの動作検証は

もちろんのこと、混雑への効果と最適なレイアウ

トの整理についての検証を行うことを想定してお

ります。 

 まず、混雑への効果ですが、システム導入前後

の市民の待ち時間の変化の実施を行います。これ

には、一定規模の人口を要する区が適当と考えて

おります。 

 次に、最適なレイアウトの整理ですが、システ

ム導入後は、これまでバックヤードで行っていた

審査や入力作業が受付窓口での市民からの聞き取

りによるシステム入力となるなど、事務の流れが

大きく変わります。この変化により、市民側のス

ペースでは記載台が不要になることに伴う待合ス

ペースの検討が必要であり、職員側のスペースで

は、効率的な業務を実施するための職員の配置箇
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所や、動線の整理等の検討が必要であると考えて

おります。こうした考えの下、10区の中で平均的

な人口を有するとともに、比較的執務スペースが

広く、様々なレイアウトの検討が可能な豊平区を

モデルとして選定したところでございます。 

●森 基誉則委員  混雑への効果の検証やレイ

アウト検討の自由度を考慮、さらには豊平区の人

口の規模感もモデル区としてふさわしいというこ

とで選定したということでした。 

 区役所窓口において、正確性を担保した上での

話にはなるんですが、市民の待ち時間を減らすと

いうことは至上命題だと考えています。システム

を導入した結果、区役所の混雑につながってしま

ったということのないよう、しっかりと検証を行

うよう要望します。 

 続いて、現場の関わり方について、聞かせてい

ただきます。今回の窓口支援システムの導入に当

たっては、国の共通仕様書に基づいて、民間企業

が開発した既製品のシステムではなく、札幌市の

住民記録システムの改修で、窓口支援システムの

機能を導入するということです。既製品であれば

システムの中身が決まっていますが、システム改

修での導入となりますと、ゼロから構築すること

になると思います。言わずもがなシステム導入の

一番の目的は、市民サービスの向上です。その実

現に当たっては、本庁だけで開発するのではなく、

最前線で日々市民対応を担っている現場職員の声

を聞くことが不可欠です。これまで取り組んでき

たアナログＢＰＲでも、現場の職員とともに進め

てきていますが、区役所職員と本庁職員が協力し

て、検討していく体制をさらに充実させていく必

要があるのではないかと考えます。 

 そこで質問です。 

 窓口支援システムの導入に向けて、どのように

現場の意見を取り入れていくつもりなのか、伺い

ます。 

●朝倉スマートシティ推進部長  窓口支援シス

テムの導入に向けた現場意見の取り入れ方につい

て、お答えいたします。 

 ご指摘のとおり、我々としても、市民にとって

よりよい窓口を実現するためには、市民と接しシ

ステムを実際に操作する現場職員の意見の反映が

必要不可欠と認識しております。そこで、モデル

区となる豊平区には、係長職を１名増員し、シス

テム導入準備を行うチームを立ち上げ、導入後の

業務フローやレイアウトの最適化だけではなく、

システムに搭載するガイダンス機能など、窓口支

援システムそのものの構築にも関わってもらう予

定です。さらに、アナログＢＰＲを進めてきた各

区戸籍住民課職員で構成するワーキングでも、全

市的な観点から豊平区での検討内容を検証するな

ど、しっかりと現場職員の意見を聞きながら取り

組んでまいります。 

●森 基誉則委員  係長１名増員という心強い

お答えもありましたけども、これまでアナログＢ

ＰＲを進めてきた戸籍住民課ワーキングだけでは

なく、モデル区となる豊平区に導入準備のチーム

を立ち上げて、現場と一緒に取組を進めていくも

のと理解しました。 

 ここまでシステム導入後の混雑の懸念や、シス

テム導入は市民サービスの向上が第一の目的であ

ると伝えさせていただきましたが、今後もこの視

点を忘れることなく、検討を重ねていってくださ

い。 

 翻って、今回の予算の概要による説明資料など

によると、窓口支援システムは書かない窓口の実

現や、職員負担の軽減につながるシステムとのこ

とでした。市民と職員の両者にメリットがあるシ

ステムであるならば、豊平区での実証がうまくい

った際には、できる限り早く全区へ導入すべきと

考えます。しかし、示されているスケジュールで

は、全区への展開が完了するのは2030年度という

ことで、今から４年はかかると想定されており、

導入完了までの期間が長いのではないかと感じて

います。 

 そこで質問です。全区展開完了まで４年とした
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理由を伺います。 

●朝倉スマートシティ推進部長  全区展開完了

まで４年とした理由について、お答えいたします。 

 システムの機能を効果的に発揮するためには、

ただシステムを導入すればよいということではな

く、市民に負担のない動線や効率的な業務となる

ような職員配置ですとか職員の動線、書類の流れ

などを、各区役所施設の制約の中で個別に整理す

る必要があると考えております。加えて、これま

でとは大きく業務の流れが変わるため、特に導入

初期については各区においても実践を重ね、適宜、

見直しをし、業務の最適化を図っていく必要があ

るものと想定しております。これには、デジタル

戦略推進局がそれぞれの区の職員の意見を丁寧に

聞き取りながら、伴走支援を行っていかなければ

いけないと認識しております。このため、令和９

年度に豊平区での実証を終えた後に、しっかりと

我々が支援できる区の数を１年度当たり３区と考

えまして、令和12年度の全区展開完了を想定して

いるところでおります。 

●森 基誉則委員  豊平区での実証を経て、各

区への展開は、伴走的な支援を伴うことなどから

時間がかかるという答弁でした。 

 区役所への丁寧な対応のために、導入までに時

間がかかるということについては、一定の理解を

しますが、市民と職員双方にメリットがあるシス

テムということが確認できれば、１年でも早く、

市民と職員がシステムの効果を享受できるよう、

全区への実装スケジュールを短縮することも検討

していただければと思います。そして、オンライ

ン申請の進展とか拡大というものも大切なんです

が、私は一部に移ってからは、この窓口業務に関

連する質問を重ねてきました。その根本には、窓

口は札幌市の顔であるという考えがあります。市

の顔である区役所窓口のうち、戸籍住民課はマイ

ナンバーカードの電子証明書の更新で常に混雑が

続いているような状況です。また、度重なる制度

変更等で職員に負担がかかっているとも聞いてい

ます。今回の窓口支援システムの導入によって、

市民サービスの向上と現場の職員の負担の軽減を

図っていくことが、よりよい札幌の顔になると考

えています。正確性やスピードなど、定量的に判

断できるものの数値を向上させるというものは、

とても大切なことだと思うんですが、市民に愛さ

れる窓口を構築していってください。デジタルと

いう無機質なものを活用するのであれば、そのベ

ースにあるのは、血の通った温かい優しさである

べきだと私は考えます。どうか、ぜひすばらしい

窓口支援システムをつくり上げていただくことを

要望して、質問を終わります。 

●福田浩太郎委員  これまで様々なＤＸの議論

が続いてまいりましたが、私からは、ＡＩの活用

による内部事務の効率化について、質問をさせて

いただきたいと思います。 

 私たちの日常生活におきましては、スマートフ

ォンによるオンライン決済や手続が今や当たり前

となってきております。私ども、札幌市役所にお

いても、よりスピーディーで便利なサービスの提

供を望む市民の声が、一段と高まっております。

一方で、先ほど伴委員の質疑でもありましたが、

やはりこの複雑化する福祉の悩みや子育ての相談

などについては、職員との対話を通じて解決をし

たいという、このニーズも依然として多いところ

でありまして、やはりこの行政にはデジタルの便

利さと、人による安心感の両立が求められている

と私も考えております。こうした期待に応え続け

るためには、午前、総務局のほうでも議論、答弁

のありました内部事務の徹底した効率化によって、

職員が市民一人一人と向き合う時間をいかに生み

出していくかが極めて重要な課題であると考えて

おります。 

 そこでＡＩの活用について、質疑をさせていた

だきたいと思います。ご承知のように、生成ＡＩ

の分野では、国内外で驚異的な技術革新が続いて

おります。民間企業においては、高度なプログラ

ミングの知識・技術を持たずとも、ＡＩとの対話
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を通じて業務を自動化するプログラムを自ら生成

するといった事例が急速に広がっております。こ

のように、テクノロジーが一部の専門家の手から

解放され、誰もがつくり手となって生産性を向上

させる時代へと変化しつつあり、社会全体でその

可能性に大きな注目が集まっているところであり

ます。 

 こうした中、本市においては、令和７年９月の

ＮＥＷＳネット移行、これはちょっと説明します。

従来の札幌市のシステムは、閉鎖されたイントラ

ネットだったわけですけれども、このＮＥＷＳネ

ット移行となって、外部サイトと安全に接続でき

るネットワークシステムになったそうでございま

す。これを契機として、Ｇｏｏｇｌｅ Ｗｏｒｋ

ｓｐａｃｅ、いわゆるＧＷＳ及び生成ＡＩ、Ｇｅ

ｍｉｎｉの利用環境が整備されたところであり、

そしてこのＧＷＳには、プログラミングの専門知

識がなくても、直感的に簡易なシステム、いわゆ

るアプリを作成できるツールが標準搭載されてい

ると聞いております。 

 先日、わたなべ副委員長からご紹介をいただい

た、生成ＡＩコンサルタントの社長と本市ＤＸ担

当職員との意見交換の機会を持ちまして、その民

間企業の社長は、札幌市がＧＷＳを導入し、この

ようなＧｅｍｉｎｉの活用を推進しているという

取組に驚いていたところであります。こうしたツ

ールを活用すれば、従来の決められた出来上がっ

たシステムを使うという、受動的な姿勢だけでな

く、現場の職員が自らの手で業務改善のためのア

プリを開発する、つまり、アプリの内製による業

務改善が可能になると考えており、本市のＤＸを

さらに進めていく上では、大変意味のある一歩だ

と評価をしております。 

 そこで質問です。環境整備からおよそ半年が経

過をしましたが、本市における業務アプリの内製

の取組について、現在の状況をお伺いいたします。 

●岩田行政ＤＸ推進室長  業務アプリ内製の取

組の現在の状況について、お答えいたします。 

 現在は、生成ＡＩ、Ｇｅｍｉｎｉを活用するこ

とにより、追加の予算負担なく、専門知識のない

職員でもアプリの内製ができる環境にあります。

アプリの内製は、データの入力・集計といった単

純作業の自動化・効率化につながることや、開発

した後の機能追加や修正を職員の手で柔軟に行え

ることがメリットであると考えております。現在、

多くの部署で物品の貸出管理や庁内照会の集計と

いった用途で内製が始まっているほか、既に10種

類以上のアプリが全庁に公開されるなど、組織的

な活用も進んでいるところでおります。 

●福田浩太郎委員  様々な部署で進んで、そし

て約10種類のアプリも作られたということでござ

います。 

 これまでのシステム導入といいますと、やはり

膨大な予算を投じて外部の事業者に開発を委託を

するか、またはパッケージ化された有償のサービ

スを調達する形が一般的でありました。しかし、

生成ＡＩをはじめとするデジタル技術の進歩によ

り、職員自らが業務に合わせたアプリを内製する

という、新たな選択肢が加わったことは、コスト

抑制のみならず、業務の変化に柔軟に対応できる、

アジャイルな行政運営、先ほど前川委員の質疑で

もありましたが、アジャイルな行政運営とは何か

ということを、ちょっとご説明します。 

 従来の計画重視、失敗しないことを前提とした

行政スタイルから脱却し、迅速性、柔軟性、協働

を重視する運営手法、まさに前川委員が推奨する

仕組みでおります。これを実現する上で、大変重

要な意味を持つところでございます。 

 一方で、急速なデジタル化は、職員個々のＩＣ

Ｔスキルの差に起因する新たな課題も浮き彫りに

するのではないかとも心配をいたします。意欲的

な職員が便利なツールを開発する一方で、デジタ

ルに不慣れな職場では、依然として旧来のアナロ

グな手法に頼らざるを得ない場合もあると考えら

れ、これが職員の負担の偏りや属人化を招くリス

クも懸念されるところであります。 
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 そこでお尋ねをいたします。アプリの内製を進

めるに当たっての課題認識と、今後の進め方につ

いて、お尋ねをいたします。 

●岩田行政ＤＸ推進室長  アプリ内製を進める

上での課題と、今後の進め方について、お答えい

たします。 

 アプリの内製に関しては、主に二つの課題があ

ると考えており、一つ目は、未経験の職員にとっ

ては、そもそも自分でアプリを開発するという発

想に至らないこと。二つ目は、開発した後の運用、

保守の面でも工夫が必要であることであります。 

 一つ目の課題については、優良なアプリの開発

事例を庁内向けに広報することなどにより、職員

の心理的なハードルを下げる取組を進めてまいり

ます。また、二つ目の課題については、各局から

の相談を受ける初期段階から、担当者が異動した

際の確実な引継ぎ手順や保守マニュアルの整備と

いった具体的な運用・管理体制を含めて構築する

よう支援してまいります。これらの取組を進める

中で見えてくる新たな課題や、試行錯誤から得ら

れる知見については、さらに庁内に広く共有する

ことで、アプリ内製の動きを全庁に波及させるよ

う、努めてまいりたいと考えております。 

●福田浩太郎委員  ご答弁ありがとうございま

す。 

 今のお話によりますと、各局からの相談を受け

る初期段階から、運用、管理体制を含めて伴走支

援を行っていくということでおりまして、大変心

強いと思います。 

 こういう現場目線の改革というのは非常に重要

なんですけれども、現場目線だけを重視するとシ

ステムの乱立が心配をされますし、また、横展開

しづらくなってしまう、ばらつきがあるというこ

とも弊害があるということでございます。そうい

うことがないようなシステムづくりが期待をでき

ると評価をいたします。また答弁にもあること、

繰り返しになるところがあるかもしれませんが、

最後に要望をさせていただきますが、一方で、こ

うした取組を全庁に広げていくためには、自ら業

務を改善しようと、アプリ開発に挑戦する職員の

意欲を組織としてどう高め、維持していくかが鍵

だと考えております。 

 よくＤＸ推進には見えない壁があるということ

でございます。この壁を打破するモチベーション

を生み出すために、やはりコミュニケーションを

よくしていくべきだと考えます。一つには、心理

的安定性を確保した上で、双方向の対話をしっか

りしていくということ。また二つ目には、具体的

な価値などメリットを伝え、能動的な活用を促し

ていくリテラシー教育も重要でございます。また、

三つ目にスピード感を重視した意思疎通の浸透、

これを市役所の仕事の中でそういう文化を浸透さ

せていく必要があるということでございます。ど

うか優良事例の広報にとどまらず、部署間の壁を

越えて、ノウハウを共有し合う場の形成など、人

材育成の観点も含めたさらなる支援をお願いいた

します。一部の職員だけでなく、市役所全体でＤ

Ｘの取組が底上げされるよう要望いたしまして、

質問を終わります。 

●太田秀子委員  私からは、自衛隊への名簿提

供について、３点質問をいたします。 

 昨年10月15日の決算特別委員会でも質疑をしま

した。自衛隊への名簿提供について、法令上、提

供をする義務があるという認識かとの質問に、義

務ではないものと認識しているとの答弁がありま

した。また、対象者の住所を特定した上で、募集

パンフレットをポスティングすることについては、

北海道労働局に確認し、戸別訪問には当たらない

ということ。あわせて、自衛隊にはインターホン

を押しての直接対面で募集パンフレットを渡す行

為はしていないことを確認したとのことでありま

した。 

 また、令和７年度からは、提供した名簿の活用

実績について、名簿返却時に自衛隊から報告を受

けることになったという答弁もありました。 

 そこで、報告内容について伺います。自衛隊か
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らどのように募集活動を行ったと報告を受けたの

か伺います。 

●朝倉スマートシティ推進部長  自衛隊からの

募集活動の報告についてです。 

 自衛隊札幌地方協力本部から令和８年２月25日

に名簿の返却を受け、その際、あわせて、書面に

より名簿活用実績の報告がありました。報告によ

りますと、今年度は提供した３万3,408名のうち、

7,695名の方に対して、自衛官採用紹介チラシの

ご案内と題した送付状と、自衛官採用案内チラシ

をダイレクトメールにて送付したとのことでござ

いました。 

●太田秀子委員  令和７年度はダイレクトメー

ルということでした。その前年はポスティングと

言っておられましたけれども、３万3,408名の名

簿を提供し、7,695名に活用したと、20％ちょっ

とだなと思いますけれども、全部ではないんだな

と思いました。どのような理由で7,700人程度に

なったのか、どんな条件でその人たちに送られた

のかということは、ちょっと気になるところです。

そして何よりも、これは募集活動に効果があるの

だろうかと。市民の個人情報を提供することに意

義があるのだろうかということは、また併せて思

っているところです。 

 本市が名簿を提供している自衛隊札幌地方協力

本部は、後志、胆振、日高、石狩、空知の道央圏

を管轄しており、本市提供の名簿でダイレクトメ

ールを送付したのは、そのうち北部地区隊と南部

地区隊です。ここは札幌市内10区を所管していま

す。自衛隊が対象の方に送付したチラシを見まし

た。チラシにはこう書かれています。将来を考え

る上での職業の一つとして、知っていただければ

と思います。ご本人やご家族で進路を考える際に、

こういう道もあるのだなと、参考にしていただけ

ればと思います。もちろん、自衛隊を強く勧める

ものではありませんので、あくまでも情報提供と

してお受け取りいただければと思います。このよ

うに書いてあります。そして一方、札幌市が自衛

官募集事務に関して、市の公式ホームページに掲

載しています自衛官募集事務に係る対象者情報の

提供についての、そのページも見てみました。私

はその内容に大きな違和感を覚えたところです。

ホームページの冒頭に、自衛隊の主な任務は、自

衛隊法３条において、我が国の平和と独立を守り、

国の安全を保つため、我が国を防衛することを主

たる任務とし、必要に応じ、公共の秩序の維持に

当たることと定められています。 

 このほかにも、阪神・淡路大震災をはじめ、東

日本大震災、熊本地震、北海道胆振東部地震など、

人命救助や生活支援をはじめとする復興支援に携

わっていますと、このように書かれています。そ

してその後に、情報提供の根拠ですとか、個人情

報保護法との関係ですとか、除外申請の受付など

も書かれていました。この内容を見ますと、どち

らが自衛隊の文書か分からないなと、私は思いま

した。ホームページ上で、札幌市があたかも自衛

隊の広報役のような、代弁者のような、そういう

役割を果たしているのではないかと、そう感じま

した。自衛隊法第３条をホームページの冒頭に持

ってきましたけれども、その先には、自衛隊法第

76条、内閣総理大臣が外部からの武力攻撃に際し

て必要があると認める場合に、自衛隊の出動を命

じることができると、防衛出動が書かれています。 

 そして第88条は、第76条１項の規定により出動

を命じられた自衛隊は、我が国を防衛するため、

必要な武力を行使することができると、武力行使

が書かれています。 

 本市のホームページは、災害救助が主要な任務

のような説明になっていないでしょうか。少なく

とも、この第３条に定める本来任務は、防衛出動、

武力の行使であることを説明していません。市民

が正しく理解して、判断できるように説明をする

のが、本市の役割ではないのでしょうか。 

 ここで質問します。札幌市は、自衛官募集事務

に関するホームページの内容について、見直すべ

きだと考えますが、いかがお考えか伺います。 
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●朝倉スマートシティ推進部長  自衛官募集事

務に関するホームページの内容の見直しについて

です。 

 自衛隊法第97条第１項において、市町村は法定

受託事務として、自衛官等の募集に関する事務の

一部を行うと規定がございまして、札幌市ではホ

ームページを設け、市民に向けて募集事務に関す

る情報を発信しているところです。ホームページ

では冒頭に、自衛隊の任務として規定されている

自衛隊法第３条第１項の条文そのもの及び東日本

大震災など、自衛隊が行った代表的な復興支援活

動を紹介しておりますが、これは自衛隊に関する

客観的事実を掲載しているものであり、引き続き、

この内容で情報発信を行っていく考えでおります。 

●太田秀子委員  法定受託事務だということは、

これまで何回も質疑をしてきた中で、そういうご

答弁をいただいています。 

 自衛隊の任務そのものを書いたんだということ

ですけれども、私がとても違和感を感じたのは、

自衛隊の方たちが対象者に送っている文章と、札

幌市がホームページに上げている文章が、どちら

が自衛隊なんだと思うぐらいのものだったという

ことで、自衛隊の方たちがそのようにして、私た

ちの任務はこうだと、ＱＲコードがついています

から、そこを開けていけばそれが出てくるんでし

ょうけれども、これを市民の皆さんが見たら、や

はり私と同じように、どちらが自衛隊の文書かし

らと、そう思うんじゃないかと思うんです。これ

からも続けていくということでありました。 

 昨今の国際情勢は、アメリカによるイランへの

軍事侵攻など、著しく悪化しています。国内でも

昨年12月23日、高市首相は、東京都内で安全保障

関連３文書の前倒し改定を説明するときに、日本

が紛争に巻き込まれた場合を想定し、日本の継戦

能力を高めていかなければならないと、こう言い

ました。戦争前提の発言であり、戦闘を継続でき

る能力を高めるということです。こういう中で今、

市民は戦争の不安を感じています。私、今年に入

ってから戦争になるんじゃないんだろうかと、難

しいことは分からないけど、戦争はやめてもらい

たいと、こういう声を随分多く聞くようになりま

した。このような状況下において、札幌市が自衛

隊へ名簿を提供するという行為は、若者を戦地へ

送ることにつながりかねないのだと、強く危惧し

ているところです。 

 ここで伺いますが、札幌市として、これまでの

方針を改め、令和８年度から、自衛官等の募集事

務に係る名簿の提供を中止すべきだと考えます。

いかがお考えか伺います。 

●朝倉スマートシティ推進部長  自衛官等の募

集事務に係る名簿提供中止についてです。 

 札幌市では、自衛隊法等の関係法令や国の見解

のほか、自衛隊の持つ公益的な役割を踏まえて名

簿提供を行っているところです。自衛隊から名簿

提供の依頼があった際には、名簿提供に対する市

民の理解醸成に努めながら、適切に対応してまい

る所存です。 

●太田秀子委員  市民の理解と言いました。市

民の理解をもらいたいのであれば、やはり先ほど

のホームページのトップのところに書いている自

衛隊法第３条ですけれども、３条だけでなくて76

条とか88条とか、先には、全体としてこういうも

のだよと。もちろん震災のときの活躍は本当にあ

りがたいと思っておりますけれども、本来の任務

はここだということまでちゃんと書いて、そして

市民の皆さんが正しく判断できるようにしなけれ

ばいけないですし、それならばなおのこと、理解

してもらおうと思うならば、これまでも除外申請

のこと、私は何回も質問もしましたけれども、そ

れはホームページでやっているとか、それから学

校にポスターを貼ったとか、そういう答弁をこれ

までもいただきましたけれども、そういうことに

とどまらず、全ての対象者にこういうことだとち

ゃんと伝えて、そして判断してもらうということ

をやるべきなんじゃないかと思います。 

 自衛隊への名簿提供には法的根拠はありません。
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昨年の決算特別委員会の答弁にあったように、市

は名簿提供は義務でないと認識しながら、今日も

提供していくんだということを繰り返すわけです。

自衛隊の依頼に応じるかどうかは、札幌市の判断

です。各自治体が判断を検討し直して、名簿提供

を取りやめている自治体もあります。 

 先ほどの答弁で、国の見解というようなお話が

ありました。そのようなことを言っていましたら、

国の見解、つまり内閣や各省庁、閣議決定や国会

答弁などを通じて示されたら、名簿提供に限らず

やっていくよということにならないのかと、心配

しました。継戦能力を確保するために、必要不可

欠なものは何でしょうか。担い手です。人です。

その募集をしていると、それを提供しているとい

うのが、この問題だと私は思うんです。若者の情

報を自衛隊が直接把握して、様々な特性や資格、

能力を持った若者のリストを整備しておくこと、

こういうことにつながっていかないと言い切れる

でしょうか。私がなぜそう思うかと言いますと、

さきの戦争で同じようなことがあったからです。

役場の兵事係は、軍事と市民生活をつなぐ役割を

果たしていました。徴兵検査の１年前から戸籍を

確認し、20歳になる青年を抽出して、名簿や必要

書類を軍に提供していたんです。こういう歴史に

学べば、依頼があったから出しますということで

いいのかと、そう思っているんです。札幌市は名

簿提供をすることが、自衛隊への参加を促してい

ることになると、そのような自覚を持ってぜひ検

討し直していただきたい。ホームページの見直し

と、名簿の提供はやめていただきたいということ

を重ねて強く申し上げて、質問を終わります。 

●ふじわら広昭委員  私は、情報システム標準

化について、質問します。 

 私はこれまで、本事業が市民サービスの根幹を

支えている情報システムを刷新するという、非常

に重要な事業であるという認識の下、機会を捉え、

質問を重ねてまいりました。 

 本日は、昨年の決算特別委員会の答弁内容を踏

まえ、質問します。札幌市では、標準化対象20業

務で利用するシステムのうち、戸籍・選挙・特別

児童扶養手当の３システムについては、この年末

年始にガバメントクラウド上の標準準拠システム

へ移行をさせ、その後、残りのシステムを2027年

度に移行させるという、２段階の移行を予定して

いるとのことでした。今年度の移行は、札幌市に

とって初めてのガバメントクラウドへの移行とな

ることから、私は市民生活に影響を及ぼすような

障害を起こさないよう、慎重に進めることを要望

しました。今年２月上旬に確認したところ、移行

は予定どおり完了し、これまで大きな障害も起き

ていないとのことであり、この事業における最初

の山場を乗り越えられたのではないかと考えてい

ます。 

 そこで改めて、2027年度の移行に目を向けます

と、さきの決算特別委員会では、移行延期や事業

者撤退のリスクが顕在化しつつあるという、札幌

市における懸念が示されていたかと思います。 

 そこで質問ですが、顕在化しつつあった懸念に

ついて、現在の状況を伺いたいと思います。 

●小澤情報システム部長  情報システムの標準

化につきまして、顕在化しつつあった件について、

現在の状況をお答えいたします。 

 令和９年度の移行が近づきまして、ベンダーと

協議を進めていく中で、生活保護・子ども子育て

支援・固定資産税の３システムでは、移行の延期

が避けられないことが明確となってまいりました。

これは相次ぐ制度改正に向けたシステム改修が絶

えず続いていることに加えまして、全自治体、一

斉にシステム標準化を進めていることによる全国

的な技術者不足に起因するものと考えております。

とりわけ、固定資産税については、国の標準仕様

書が頻繁に改定される中、本市のシステム仕様と

の乖離が大きくなりまして、当初予定していた改

修で対応するには、想定をはるかに上回る技術者

が必要になることが判明いたしました。そのため、

現体制での対応は難しいとして、ベンダーから正
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式に撤退の申出を受けたところでございます。 

●ふじわら広昭委員  三つのシステムで移行延

期やベンダーの撤退が避けられない状況になって

いるとのことでありました。 

 現在の社会情勢から、遅延するシステムが生じ

ることはやむを得ないものと考えますが、こうし

た中にあっても、これらのリスクの対応を検討し

ていく必要があります。 

 そこで２点目の質問ですが、実際に顕在化した

移行延期やベンダーの撤退に対する検討状況につ

いて、伺いたいと思います。 

●小澤情報システム部長  移行延期やベンダー

撤退に対する検討状況について、お答えをいたし

ます。 

 いずれの検討におきましても、システム標準化

の全体統括を担う情報システム部が、所管部局、

ベンダーといった関係者の中心になり、全体最適

の視点を持ちながら、対応方法の検討を進めてい

るところでございます。 

 具体的には、移行が延期される生活保護・子ど

も子育て支援・固定資産税の３システムについて

は、業務影響や関連システムへの影響を考慮しな

がら、ガバメントクラウドへの移行時期をどうす

るかや、システム間のデータ連携をどのように行

うかなど、密に協議を行っているところでござい

ます。また、ベンダーが撤退する固定資産税シス

テムについては、ベンダーの乗換えが必須となっ

たことから、新たなベンダーの選定に向け、鋭意

情報を収集しているところでございます。 

●ふじわら広昭委員  移行延期やベンダーの撤

退に対する検討状況について、答弁がありました。

引き続き、情報システム部が中心となって、安全

かつ円滑な移行へ向けて、検討をしっかり進める

必要があります。 

 一方で、今になって当初の予定を変更してベン

ダーの乗換えを進めることについては、一抹の不

安を覚えます。通常、ベンダーを乗り換える場合、

準備段階で新しいベンダーを慎重に選定する必要

がありますし、実際の乗換段階においても、新旧

ベンダーのシステム間で膨大なデータを一切のそ

ごなく引き継ぐという、非常に難しい作業が発生

するため、自治体とベンダー双方で相当の労力と

期間を要することになります。仮に、新ベンダー

への乗換作業がある程度進んだ段階で、再び別の

ベンダーへの乗換えを余儀なくされるようになる

ことがあると、それまでの労力が無駄になる上に、

固定資産税システムのみ標準化対応が大幅に遅れ

るという実態にもなりかねません。 

 そこで質問ですが、再度のベンダーの乗換えに

より、移行スケジュールが大幅に遅延するような

事態を招かないため、どのようにベンダーの選定

を行っていくのか、考えを伺いたいと思います。 

●小澤情報システム部長  再度のベンダー乗換

えにより、移行スケジュールが大幅に遅延するよ

うな事態を招かないために、どのようにベンダー

選定を行っていくのかということについて、お答

えをいたします。 

 システム標準化においては、国が公表している

最新の情報によると、当初の移行期限であった令

和７年度内に移行できない自治体が全体の半数を

上回っておりまして、今後も全国の自治体で移行

作業が集中し、技術者不足は解消されないと想定

しております。そのため、ベンダーの選定に当た

っては、政令市へのシステム提供が可能なことは

もとより、技術者不足の現状にあっても移行作業

の着実な履行が見込めるベンダーを見極めていく

ことが重要だと考えております。 

 そこで国から各ベンダーのシステム提供が可能

となる条件を整理した受入可能な事業者一覧の提

供を受けまして、条件に合致する複数のベンダー

に対して、他政令市での導入実績、技術者の確保

状況など、本市独自の内容で情報提供依頼を行い

まして、詳細に確認を行っているところでござい

ます。引き続き、競争性の確保に留意しつつ、シ

ステムの機能や対応可能時期などを詳細にヒアリ

ングしながら、適正な移行スケジュールを検討し、
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候補となるベンダーの選定を行ってまいりたいと

思います。 

●ふじわら広昭委員  新たな候補ベンダーと、

できるだけ具体的に協議し、見直し後の移行スケ

ジュールについてはしっかり履行してもらうこと

が肝要であると思いますので、これまで以上にし

っかりとした対応を求めておきます。 

 最後に、スケジュールと合わせて考えなければ

ならない移行費用に関する考え方について、伺い

ます。 

 システム標準化の移行経費を賄う国のデジタル

基盤改革支援補助金は、原資となる基金の期限が

2030年度末までに延長されたものの、スケジュー

ルを際限なく遅らせてしまうと、国費の活用に支

障が生じてしまいます。また、各システムで移行

時期がばらつくことになると、全てのシステムが

標準化されるまでの期間、新たに何らかの対応が

必要となり、札幌市の費用負担が大きくなるので

はないかという懸念が沸き起こってきます。 

 そこで最後の質問ですが、今回の移行スケジュ

ールの見直しに伴い、札幌市の財政に与える影響

をどのように考えているのか、伺いたいと思いま

す。 

●小澤情報システム部長  今回の移行スケジュ

ールの見直しが本市の財政に与える影響というこ

とで、お答えさせていただきます。 

 今回の見直しに伴いまして、全システムが標準

化されるまで、利用する過渡期対応の仕組みを新

たに構築する経費などが発生いたしますので、移

行経費総額の増加は避けられないと考えていると

ころでございます。 

 一方、これらの経費は補助金の対象になると考

えられるため、移行経費全額が補助金で措置され

るよう、その期限となる令和12年度末、2030年度

末までに移行を確実に完了させ、本市の財政に与

える影響を極力小さくしていきたいと考えており

ます。 

●ふじわら広昭委員  要望を申し上げて、質問

を終わりたいと思います。 

 今回の移行スケジュールの変更は、自治体規模

の大小も問わず、全国一斉にシステムの標準化に

取り組むという国策事業としての課題が表面化し

たものと言えます。長期にわたる事業となります

ので、新たな課題が生じることもあろうかと思い

ます。その際は、今回同様、入念に検討を行った

上で、柔軟に対応していくよう求めておきます。 

 また、札幌市の財政運営の影響を避けるため、

適切に補助金を活用できるようしっかりと取組を

進めると同時に、国に対してはしっかりと札幌市

の窮状を伝えながら、単なる財政支援にとどまら

ない支援、例えば、技術者不足や技術力アップが

大きな課題となっていますので、国がベンダー教

育などを行うなど、側面的な支援が必要です。こ

のことを強く求めて、質問を終わります。 

●かんの太一委員長  以上で、第１項 総務管

理費中、デジタル戦略推進局関係分の質疑を終了

いたします。 

 以上で、本日の質疑を終了いたします。 

 次回の委員会ですが、３月16日月曜日午後１時

から、市民文化局関係の質疑を行いますので、定

刻までにご参集ください。 

 本日は、これをもちまして散会いたします。 

―――――――――――――― 

散 会 午後２時57分 


